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はじめに 
世界で太陽光発電に注目が高まっている。それはいくつかの理由がある。まず、太陽光
発電は環境に優しい無限のエネルギーとして、しかも都市や家庭の中を含めた至る所で利
用できる身近なエネルギーとして、とりわけ高い人気を誇っている。太陽光パネルを屋根
に設置するだけで、誰でも「エコ」を実感でき、「エコ」をアピールできる。また、太陽光
発電の弱点の一つに、高いコストが挙げられているが、太陽電池の性能を向上させるため
の様々な研究開発が活発に行っており、コスト削減に繋がっている。また、現状は設置補
助制度のような政策支援による需要に頼っているが、設置量が増えるにつれて供給が急速
に伸びている。そうした中で、太陽光発電システムの価格は大幅に下がっている状況にあ
る。なおかつ、屋根や窓そのものを太陽電池とすることも実現しつつある。さらに、壁や
車自体を太陽電池によるミニ発電所にできる時代が来るかもしれない。蓄電池とセットで
設置すれば、立派な自家発電あるいは地域の発電所となり、エネルギーや環境に対する自
覚が高まり、自立の機運が高まっていくことで、地球温暖化対策にも繋がると考えられる。 
そして、経済面でも、太陽光発電に対する期待は大きい。太陽光発電産業は、将来の膨
大な市場が見込まれていることから、次世代を担う産業として世界が注目している。いず
れにしても、長期的に化石燃料が枯渇し、また大規模電源の建設も容易でないことが懸念
される中で、新エネ、省エネにかなりの程度依存をせざるを得なくなる。太陽光発電はそ
の中心的な役割を担うことが期待されているのである。従って、多数の企業がエコ・ビジ
ネスすなわち、太陽光発電ビジネスを将来の主要産業として位置づけている。日本の太陽
電池メーカーは、長い間世界をリードしてきたが、原料シリコンの調達が後手に回り、そ
の地位が急低下している。特に、2008 年まで七年間にわたり太陽電池生産量の首位を独走
してきたシャープが、ドイツの Qセルズに追い抜かれ、2009 年は、アメリカのファストソ
ーラーと中国のサンテックの 2社に次ぐ 3位になった。さらに、日本はメモリーや液晶で、
韓国をはじめとした海外勢にシェアを明け渡してきた苦い経験があり、太陽発電産業にお
ける危機感が高まっている。従って、日本のメーカーは、生産規模を拡大してシェアを伸
ばし、この産業を再びリードしようとする意思が強い。その一方で韓国のメーカーは太陽
光発電分野において、競合メーカーに比べて後発であり、技術、生産規模、販売などの様々
な面で先発組に追い付くよう努めている。 
本論文では、五つの章で構成されている。まず、太陽光発電におけるシステム構成、原
理、種類および特徴、技術動向などについて、論文、関係者のプレゼン資料、文献などに
基づいて第一章と二章でまとめた。 
第三章では、太陽光発電をめぐる最近の動向について、世界的に需給規模が拡大する中
で、国、メーカーの生産、需要、価格などの視点から、ダイナミックな動きを分析する。
なお、ソーラー・マーケットに最も影響が大きい国の補助制度について調べる。最後に、
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太陽光発電における市場の現状や変化を客観的に分析した上で、将来の太陽光発電市場に
おける予測シナリオを作成する。 
第四章では、日本と韓国を代表する太陽電池メーカーを選択し、そのメーカーが取り組
んでいる生産体制、投資計画について調べる。なおかつ、有価証券報告書、IR 資料、新聞
などの報道による資料から事業戦略、投資状況、財務状況を把握する。そして、各企業の
ソーラービジネスにおける現状及び動向を分析し、この分析を踏まえた上で、今後、各社
が取り組む事業展開の方法に関して予測する。 
第五章では、本論文のまとめを行い、太陽光発電におけるビジネスの特徴と今後業界の
展開についてまとめる。 
 5 
第1章 太陽光発電 
第1節 太陽光発電概要 
太陽光発電（Photovoltaic power generation）とは、太陽電池を利用し、太陽光のエネルギ
ーを直接的に電力に変換する発電方式であり、再生可能エネルギーの一種である。導入費
用が他のエネルギーに対して、また他エネルギー源に対して、単価が高い（図 1）という指
摘もあるが、昼間の電力需要ピークを緩和し、温室効果ガス（CO2）排出量が削減できるこ
とで、各国が政策的な補助制度に取り組み、消費者の初期設置負担が下がりつつある。か
つ、メーカーの激しい競争により、性能が向上し、設置や保守が容易である等の利点や、
低炭素社会の成長産業としての将来性を買われ、需要が拡大している。 
図 1 電力源別発電単価比較
 
出典：SMBC の太陽電池動向 Report より 
要するに、太陽光発電は再生エネルギーの一種であり、環境面、経済的なメリットがあ
る。一方、欠点は発電源として導入コストが比較的高いことであり、価格低減や普及促進
の政策を採る国が多い。一般に、 下記のように太陽光発電の長所と短所をまとめる。 
長所 
① 装置に可動部分が無いものがほとんどで、機械的にメンテナンスフリーである。  
② 分散型電源のため、災害などの有事における影響範囲を小さく抑えられ、非常用の
電源となる。  
③ 輸出産業として経済・産業面での利益が見込める。  
太陽電池 石炭 原子力 ガス 風力 石油 
US cents/KWｈ 電力原別発電単価比較 
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④ 構成材料の大部分がリサイクル可能で、原子力発電のように放射性廃棄物になるこ
ともない。  
⑤ 他の電力施設と比較して、小規模でも効率が低下しないため、任意の規模で利用可
能。  
⑥ 需要地に近接して設置できるため、送電のコストや損失を低減できる。  
⑦ 原子力・火力等の発電と比較して、冷却水・廃棄物・排気などの発生がない。  
⑧ 建築物の屋根・壁面にも設置できるため、土地を占有せずに設置することも可能。
水力・原子力・火力などの発電方式と比較して設置要件が少ない。  
⑨ 太陽光を利用する再生可能エネルギーであり、化石燃料に依存しない。  
⑩ 発電量あたりの温室効果ガスの排出量が比較的少ない。  
⑪ 出力ピークが昼間電力需要ピークと重なり、需要ピーク電力の削減に効果がある。  
⑫ 設置国のエネルギー自給率を向上させる。  
短所・課題 
① 電気的・機械的部品の寿命と総発電量を用いて計算した場合、発電電力量当たりの
コストが他の発電方法に比べて 2～3倍と割高。  
② 発電電力が天候に左右される。（曇天・雨天時、パネルに積雪した場合、発電量の低
下）  
③ 夜間は発電できず、蓄電性もない。  
④ 太陽光利用のため、設置面積当たりの発電電力量が既存の発電方式に比べて低い。 
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第2節 太陽光発電量 
太陽光発電設備の発電量は、変換効率だけで決まるわけではない。その地域の年間の日
照量、気温や設置角度など、様々な条件の影響を受ける。しかし、過去の統計データと設
置条件から、導入前に年間の発電量をおおまかに見積もることができる。年間の発電量に
最も大きく影響する要因のひとつが、その地域の気候、特に年間の日照量と気温である。
日本では概して太平洋岸の年間日照時間が長く、より多くの発電量が期待できる地域が多
くなっている。日本における年間の発電量は設備量 1KWpあたり平均で 1000KWh/年/KWp
程度である。地域や年によって 1~3 割程度のばらつきがある（図 2）。また、季節によって
日照時間および気温が変わり、発電量が変動する。太陽電池は温度が高い場合、変換効率
が少し低くなる性質があるため、夏期の日照量が多い時期より、５月頃の比較的涼しい時
期に発電量が多くなるケースも見られる。そして、太陽電池の種類によっても温度特性が
異なるため、同じ設備量でも年間発電量に差がつく場合がある。なお原理上、雪がパネル
にたくさん積もっていると発電できない。ホコリによる影響は、日本の平均的な環境と設
置条件では定格性能の 5％未満で、雨によって洗い流されて回復すると考えられる。このた
め、一般的には日常的な清掃が必要ではない。また通常は汚れが流れやすいようにある程
度（たとえば 15 度以上）の傾斜をつけて設置している。 
図 2 年間日照時間の分布出典 
  
出典：気象庁 
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表 1 道府県別の年間発生電力量の例（KWh/年/設備用量１KWｐ当たり） 
集計期間 北海道 秋田 茨城 東京 大阪 高知 沖縄 全国平均 
95/4~96/3   749 990 859 960 1274   965 
96/4~97/3 943 757 1016 886 962 1163 892 983 
97/4~98/3 978 737 971 853 940 1118 933 948 
98/4~99/3 945 715 865 786 886 1041 933 892 
99/4~00/3 955 773 1034 954 950 1045 964 956 
00/4~01/3 941 779 1011 981 1012 1076 968 999 
01/4~02/3 895 833 997 916 964 1036 892 976 
02/4~03/3 970 942 1079 1034 1072 1129 1135 1061 
03/4~04/3 988 868 1087 994 1016 1161 1164 1037 
平均 952  795  1006 918 974 1116 985  980  
出典：都道府県別 KW 当たりの年間発生電力量（9年間）新エネルギー財団（1995 年 4 月～2004
年 3 月の 9年間データ)より 
図 3 ホコリの影響と雨による回復の模式図 
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参考：NEDO成果報告書 No010014445、 (財）日本品質保証機構東京都用賀における実測成果を
参考に作成（出力低下率は清浄時を 100%として約-0.2%/日） 
 
日本で導入できる量 
 
太陽光発電所は、様々な規模や場所で使える。日本の全電力を供給するのは、まだ現実
的ではないが、需要のピークを自然に緩和できる電源として、馬鹿にならない量を供給で
きる。また、設置できる場所自体は十分にある。日本に導入できる設備量は、潜在的に設
置できる量だけで言うならば、日本の年間の電力需要量の数倍を発電できるほどの量が国
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内に置ける（表 2）。従って、太陽光発電の現実的な導入量は、面積よりも、電力需要との
整合性やコストで決まるものと考えられる。太陽光発電の場合、昼間のピーク部分（ピー
クロード）の供給に用いるのが最も経済的と考えられる。日本のピークロードを賄うのに
必要な設備量は、100～200GWp 前後と考えられている。例えば、このうち 50GWp 分の設
備を導入した場合、エネルギー供給面からは次のような効果が期待できる。  
エネルギー供給面の期待効果 
① 日本の年間電力需要量に対しては、約５％を供給できる。 
② 晴れた日なら、正午頃のピーク電力需要の最大約２～４割を供給できる。さらに他の
発電所や送電網の負荷を減らし、全体的に送電損失を減らす（実質的に電力供給量を増や
す）効果も期待できる。 
③ 時間や天候によって出力が変動するので、火力発電所の数自体は減らせないが、火力
発電の運転量を減らして、化石燃料の使用量を削減することができる。削減量は、原油換
算で年間約 7600 万バレル、日本の原油輸入量の約 5%と見積もられる。 
④ 化石燃料の使用量削減に伴って、日本（2006 年比）全体の排出量を約 2.5%、事業用電
力の年間排出量を約 9.4%削減できる。これは日本の電力自体をその分低排出化できること
を意味する。 
 
太陽光発電の発電コストはまだ高く、早期の引き下げが課題となっている。この発電コ
ストは、発電用の燃料が不要なので、太陽光発電システムの市場価格でほぼ決まる。最近、
システムは多数のメーカーが参入し、競争が激しくなり、かつ、技術の工場による生産コ
ストだけでなく、流通・営業などのコストも下がっている。このため、液晶ディスプレイ
などと同様に、普及量に従って価格は下がっていくと考えられる。これまでの太陽光発電
設備における価格低下速度は、基本的に「普及量が２倍になると価格が約８割まで下がる」
という経験則に従っている。近年は結晶シリコン太陽電池の価格低下ペースが鈍る一方、
薄膜太陽電池は従来以上のペースで価格を下げるなど、技術ごとに異なるトレンドも報告
されている。そして、原油価格が上がりつつあるものの、日本で太陽光モジュールの価格
はこの十数年で大幅に下がっている（図 5）。 
そのため、計画的に普及を進めれば、それなりに大きな費用はかかるものの、今後５～
１０年程度でエネルギー価格競争力を持ち始めると予測されている。さらに、コストを下
げるには技術開発と実用化のほか、生産規模を拡大して量産効果を得たり、流通量を増や
して設備量当たりの流通コストを下げる努力をして、一度値段が下がってしまえば、化石
燃料のように値段が乱高下せず、コストが比較的安定したエネルギー源になると期待でき
る。 
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表 2 日本で導入可能な設備量 (100GWpが日本の年間電力需要量の１割分に相当） 
想定ケース 標準 技術開発前倒し 潜在量 
戸建・集合住宅 62(GWp) 75 207 
公共施設 10 14 14 
産業施設 10 53 291 
未利用地など 19 60 7473 
合計 102 202 7984 
出典：NEDO 新エネルギー関連データ集 
 
図 4．電力供給の模式図と電力量あたりの排出削減量 
 
 
出典：NEDO 新エネルギー関連データ集（平成 17 年度版） 
図 5 日本における太陽光発電モジュールと原油の価格動向の比較 
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出典： Indicative module prices in national currencies per watt in reporting countries、 IEA-PVPS 
Average crude Oil import costs、IEA 
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火力発電：１KWh当たり 519~975gの CO2 を排出 
（平均約 690g‐CO2/KWh） 
太陽光発電：１KWh当たり 17~48 gの CO2 を排出
24 
差引き：１KWh当たり 471~958 gの CO2 を削減 
（平均の削減量の目安：約 660 g ‐CO2/KWh） 
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第3節 太陽光発電システム構成 
太陽光発電は、屋根などに設置された太陽電池モジュールに太陽光が当たると発電する。
この電気は直流のため、家庭で使用できる交流にパワーコンディショナーを用いて変換す
る。パワーコンディショナーから家庭の分電盤に接続し、自動的に電気を買ったり売った
りできるという仕組みである。昼間に発電した電気は家庭で利用し、余った電気は電力会
社が買い取ってくれる。また、夜間など発電できない時は、必要分のみを電力会社から購
入し、自動的に使い分け、ソーラー発電モニタによって、発電や消費電力の様子など節約
効果を目で確かめることが出来る。 
 
図 6 住宅用太陽光発電システムの構成  
   
 
主なパーツについて、具体的機能を説明する。まず、ソーラーパネルは太陽光を電気に
変換するシステムの中で一番重要でかつ高価なものである。太陽から到達するエネルギー
（地球上で 1000W/m2＝1平方ﾒｰﾄﾙ１ｷﾛﾜｯﾄ)によって、どれだけの電力を取り出すことが出
来るかを測る変換効率が、太陽光発電の最重要の鍵となっている。太陽光発電が普及し始
めた 10 年前は、効率が 10％前半であったが、急激な技術進歩で現在は 10％の後半まで向
上しており、最近の展示会では、20％を超える高効率の製品を参考出品されている。主力
はシリコン系半導体であるが、最近は稀少材料を原料とする化合物半導体の活躍が著しい。
原料のシリコンは、地球上に最も多くある鉱物資源の一つで枯渇する心配はない。 
次に、パワーコンデショナーは、太陽電池モジュールで発電した直流電力を、交流電力
に変換し、さらにシステム全体を自動管理する。太陽電池で作られた直流を交流に変換し
ないと家庭用のすべての電気器具が使用できない。後述するが、電力会社の配電線と結ん
で連携系で使用する場合には発電した電力を電力会社の電気と品質規格（電圧、ｻｲｸﾙ）を
同一にする必要がある。この重要な役目を担うのがパワーコンデショナーである。 
① ソーラー・パネル 
② 接続ユニット 
③ パワーコンディショナ
④ 発電モニタ 
⑤ 住宅用分電盤 
⑥ 売買の電力量計 
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最後に、太陽光発電の発電量は太陽の日射量に左右されるため、発電量が多く自家消費
を上回って余剰が生じた場合は電力会社の配電線に送電（売電）され、逆に夜間や太陽光
発電量が少なく自家消費に不足する場合は通常通り配電線から受電（買電）することにな
る。すなわち、太陽光発電と電力会社が系統連携する時に必要なパーツが売買電力量計で
ある。 
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第2章 太陽電池 
第1節 太陽電池概要 
太陽電池（ソーラーセル）は、光起電力効果を利用し、光エネルギーを直接電力に変換
する電力機器である。光電池とも呼ばれる。一般的な一次電池や二次電池のように電力を
蓄えることではなく、光起電力効果により、受けた光を即時に電力に変換して出力する。
そして、太陽電池（セル）を複数枚直並列接続し、必要な電圧と電流を得られるようにし
たパネル状の製品単体は太陽電池パネル又は太陽電池モジュールと呼ばれ、モジュールを
さらに複数直並列接続して必要となる電力が得られるように設置したものは太陽電池アレ
イとなる。 
太陽電池の基本原理そのものは 1839 年フランスの物理学者アレクサンドル・エドモン・
ベクレルによって最初に発見された。しかし、実際に発電が可能となったのは 1884 年アメ
リカの発明家 Charles Fritts による半導体性のセレンと極めて薄い金の膜とを接合したもの
である。これにより得られた変換効率は僅か 1%ほどであった。この発明は、後にセレン光
電池として 1960 年代までカメラの露出計などに広く応用されていたが、シリコン型の普及
とともに市場から去っていった。そして、電力機器としての太陽電池の先駆けは、米国の
ベル研究所が開発した単結晶シリコン型太陽電池である。当時は Bell Solar Battery と呼ば
れ、太陽光のエネルギーを電力に変換する効率は 6%であった。当初は宇宙用が主な用途で、
一次電池を用いた世界最初の人工衛星スプートニク 1号が 21 日の寿命しかなかったのに対
し、太陽電池を用いた最初の人工衛星ヴァンガード 1 号は 6 年以上動作し、その有用性を
示している。その後、無人灯台など徐々に用途を拡大した。そして、日本では、1960 年代
に量産がスタートされたが、電源としての本格的な開発が始まったのは 1974 年の石油ショ
ック以降であった。生産量については 1980 年代初に数 MW 分に過ぎなかったが、2009 年
には世界全体で約 8GW にまで成長している。かつ、高変換効率化や一般市場向けの製品で
は低コスト化が進んでおり、市場が急拡大している。 
第2節 太陽電池の原理 
太陽電池は電子に光エネルギーを吸収させ、エネルギーを持った電子を外部に取り出す。
エネルギーを持った電子を取り出す仕掛けには、「半導体」を使う。その仕掛けを解説する。
「半導体」とは、簡単に言うと、条件によって電気を通したり通さなかったりする物質で
ある。この半導体には n型半導体と、p型半導体の 2種類がある。太陽電池は基本的に、こ
の n型と p型の半導体を積み重ねた構造をしている(図 7)。  
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図 7 薄い n型と p型の半導体を積み重ねた太陽電池の構造 
 
 
n型の半導体は動きやすい電子（伝導電子）がやや多く、接触した材料に電子が逃げ出し
やすくなっている。逆に p型の半導体は伝導電子がやや少なめで、電子が足りない場所（正
孔）を持っている。この 2つを接合すると、n型半導体から p型半導体へと伝導電子が逃げ
出して、正孔と打ち消し合う。 
電子が逃げ出した後の n型半導体は電子が足りなくなるため、プラスに帯電する。同様
に、余分に電子をもらった p型半導体はマイナスに帯電する。このために接合部分に電界
（内部電界）が生じる。内部電界は、n型半導体から逃げ出そうとする電子の流れを妨げる
ように働き、n型から p型へ電子が流れようとする力と釣り合った所で安定する。接合部分
では電子と正孔が結びついた状態で動けなくなっているが、そこには常に内部電界が働い
ている。伝導電子があれば、電界によって n型半導体へと押し流される状態になっている。 
そこで接合部分の半導体に光が当たると、光のエネルギーによって新たに伝導電子と正
孔が叩き出される。内部電界に導かれて、伝導電子は n型半導体へ、正孔は p型半導体へ
と移動する。その結果、電子を外部へ押し出す力（起電力）が生まれる。起電力は光を当
てている間持続し、次々に電子が押し出されることにより、外部の電気回路に電力が供給
される。押し出された電子は外部の電気回路を通じて p型半導体の側へ戻り、正孔と結合
する。 
まとめると、太陽電池の仕組みは下記のように説明できる。 
 
1．光のエネルギーを使い、半導体の内部で、動きやすい電子を新たに発生させる。 
2．半導体の pn接合の性質を用いて、伝導電子がエネルギーを失わないうちに、一方向
に集めて取り出す。 
 
また、変換効率とは照射された太陽光のエネルギーのうち、何％を電力に変換できるか
を表す数値である。 
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第3節 太陽電池の種類 
太陽電池の種類について変換効率をも含めて説明する（表 3）。太陽電池は大きく分けて
結晶系と薄膜系がある。 
第1項 結晶系太陽電池 
バルク結晶系は、半導体の原料としてシリコンを使用する。珪素を原料として金属シリ
コンの結晶を形成し、固まりにして（インゴット）、それをスライスして基盤としている。
これは、コンピューターチップを製造する工程と似ているが、製造（スライス）された基
盤そのものが発電機能を持っている。シリコン結晶が形成されていることから、光を電気
に変える変換効率が他の方式に比べて高くなる。結晶の折出の仕方により、単結晶と多結
晶に分類される。単結晶は、高純度のシリコン結晶を種にして、その周りに結晶を折出さ
せ少しずつ引き上げ作る。高品質の結晶が形成されるため、光が電気に変換する効率が最
も高くなる。単結晶は、主に高純度を求められるコンピューターチップ等半導体の材料と
して利用されるが、引き上げられた塊のトップとテイルが太陽光用に使われることが多い。
多結晶は、高温で溶かした珪素を固めたものであり、単結晶に比べて結晶が一様ではなく、
品質が劣り、変換効率も低くなる。しかし、より低いコストでの生産が可能となる。 
表 3 太陽電池の種類と変換効率 
主材料 製法 種類 シェアー 変換効率 
単結晶シリコンバルク 
モジュール 多結晶シリコン
83% 13～19% 
HIT 単結晶/アモル
フォスシリコン
4% 16～20% 
シリコン系 
アモルフォス 
シリコン 
a-Si型 6～8% 
タンデム型 9～12% 
CIGS 10～16% 化合物系 
CdTe 
10% 
10～11% 
有機色素 
薄膜 
モジュール 
色素増減型 － 
 
結晶系シリコンの特徴とプレーヤーについて説明してみる。結晶系シリコンのセルは、
変換効率が高い。三洋電機の HITは量産レベルで 20%まで達しており、多結晶では三菱電機
が 19.3%のパネルを出している。結晶系シリコンの型太陽電池の変換効率向上の限界（理論
限界というよりも実用レベルの最高値）は、2015 年前後に到達する可能性が高い。そして、
日本の主要メーカーのほとんどはバルクシリコン系のセルを生産している。日本の四大メ
ーカーであるシャープ、京セラ、三菱電機、三洋電機と米国のサンパワー、ドイツの Qセ
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ルズ、中国のサンテック等が代表的なソーラーセルメーカーである。一方で、薄膜に特化
している会社としては、米国のファーストソーラーが世界市場で圧倒的な存在感を示して
いる。なお、日本勢も薄膜で最高の効率を誇るカネカをはじめとして三菱重工、昭和シェ
ル石油、ホンダソルテック、富士電機システムが商業生産を行っており、薄膜技術先進国
の地位を保っている。 
しかし、結晶系は一般に薄膜系に比べて生産コストがかかると言われており、価格の競
争優位性は薄膜系に対し劣る。原材料であるシリコンのインゴットへの精製、インゴット
のスライス、スライスしたものを加工しセルへの仕上げ、セルのモジュール化・パネル化
等、各工程毎に事業者が存在し分担しており、工程間の運搬コストがかかることになる。
かつ、原材料であるシリコンの需給状況により、価格の変動が激しい。近年、需要が伸び、
シリコンの入手が困難になるとともに価格も急騰し、コスト高の主因となっていた。従っ
て、これらの問題を解決するために、多くの企業は事業の垂直統合や販売ルートの適正化
などサプライチェーンの効率化を通して、生産コスト削減に努めている。 
第2項 薄膜系太陽電池 
薄膜系ソーラーセルは、バルク結晶系の 100 分の 1程度の薄さである。結晶系はシリコ
ンの塊をスライスしてそれを基盤とするが、薄膜系はガラスなどの基板の上に、気体状の
半導体物質を蒸着させる技術、印刷技術等を駆使して付着させる。そして、薄膜系は使わ
れる材料により多様な種類がある。例えば、半導体原料としてシリコンを使う「シリコン
系」、シリコンの代わりに CIGS（ 銅、インジウム、ガリウム、セレン ）のような化合物
を使う「化合物系」、植物の光合成に似た反応を利用する「有機・色素増減系」などがある。
現状では、シリコン系と化合物が商業化されており、有機・色素増減系はまだ研究開発段
階である。 
また、薄膜系は結晶系に比べて様々な利点がある。 
まず、薄膜系太陽電池は結晶系に比べて価格競争力を持つことである。 
薄膜系は、原材料が少量で済むことにより、原料供給が不足して価格が高騰する結晶系
に比べ、競争優位性を持つことになる。かつ、結晶系が工程毎に分かれておりバッジ処理
的な作業となっているのに対して、薄膜系は原料投入からセル生産まで一貫した工程を組
むことができ、大規模大量生産に適していることが挙げられる。自動化、省力化、省時間
化が可能となり、大幅なコストダウン実現の可能性が見込めるとともに、需要に合わせた
弾力的な生産がしやすくなる。 
次に、気温の高低による影響が小さいというメリットがある。太陽光発電は、当然のこ
とであるが、日照時間の長い地域が有利である。しかし、そうした地域は赤道周辺であり、
気温が高い。薄膜系は高温環境でも額面に近い変換効率を発揮でき、気温の変化により発
電の性能が変わる結晶系に対して優位に立つ。そして、今後のエネルギー供給源として、
砂漠が多い中東やアフリカなど、空間コストの安い地域で太陽光発電所が建設されると予
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想されるが、その時薄膜系がメイン・ソーラー・セルになると考えられる。 
最後に、薄膜系は新たな用途開発に適している。基盤にフィルム状の柔軟材を用いるこ
とで、曲げることのできるセルの生産が可能となる。アーチ型の屋根への設置や、カバン、
テント、服など移動しながら発電する道も開ける。半導体の膜に切れ目を入れ、シースル
ーにすることで、窓として使うことも可能となる。「家全体、ビル全体を太陽光発電にする」
といったキャッチフレーズは、エコの時代に大きな マーケティング力を持つことになる。 
しかし、薄膜系太陽電池はこれらの利点があるものの、解決しなければならない課題が
二つある。まず、薄膜系において最も重要な課題は、変換効率が引き上げることである。
変換効率が低いことは発電事業にとっては決定的な要素である。現状ではアモルフォス・
シリコン系が 6%～12%、化合物系が 10%～16%であり、結晶系の最高値 20％に比べて大きく
見劣りする。従って、公的な研究機関を含め、多くの太陽電池メーカーは変換効率を高め
る研究・開発を進めているところである。 
次に、製造システム自体が液晶や半導体と同様に、大量生産に向いているが、巨額な初
期投資が必要である。アメリカの Display bank社の調査によると、結晶系の投資金額は１MW
当たり 5000 万円が必要とする。一方で、薄膜系の投資金額は１MWあたり 2億円程度であ
り、結晶系の約 4倍近くになる。そのため、薄膜系の生産能力をアップするために、大胆
な設備投資が必要となり、薄膜系太陽電池でソーラービジネスを積極的に展開しようとす
る企業において、資金調達の能力あるいは他社とのアライアンス戦略がビジネス成功のキ
ーポイントになると考えられる。 
今後、薄膜系太陽電池は空間コストの低い場所に大量に設置する事業であるメガソーラ
ー分野でメインソーラーセルになると考えられ、メーカーは薄膜系の変換効率を引き上げ
る活動をしながら、メガソーラー向けの品揃えを強化する肝要である。 
第3項 第 3世代太陽電池 － 有機系と色素増減 
現状の太陽電池は、光吸収層にシリコンや無機化合物材料が用いられるが、代わりに有
機化合物を用いたものが「有機系」である。有機系太陽電池は、製法が簡単であり、生産
コストが低く、着色ができ、基盤に柔軟材を用いることが可能であるなどの長所を持って
おり、第 3世代太陽電池だと称せられる。一方で、短所は変換効率が低いことと、耐久性
に難があることがあり、量産された製品はなく、まだ研究室で作られる水準である。 
有機系太陽電池は大きく分けて「色素増減」と「有機薄膜」があり、簡単に説明する。 
色素増減太陽電池は、電気化学的な酸化・還元反応を利用しており、乾電池と似ている。
色素により光エネルギーを利用するため、光合成と似ている。光が色素にあたると、色素
は励起状態になり、電子を放出しプラスイオンになった色素は、電解駅を経由する電子を
受け取り、元に戻る。構造は非常に単純であり、なおかつ、材料も安価であるため、製造
コストが非常に安い。さらに、透明で様々な着色ができ、曲げたり折ったりできるメリッ
トある。課題は低い変換効率と耐久性である。 
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有機薄膜太陽電池は、導電性ポリマーやフラーレンなどを組み合わせた半導体を利用す
る。21 世紀に入り、研究開発が活発化してきている。研究が進めば、色素増減よりもさら
に構造や製法が簡単になると言われている。電解液が不要であるが、これは柔軟性や耐久
性向上の面で有利になる。課題はやはり低い変換効率であり、現在単接合で 4～5％、多接
合で約 6％となっている。材料の探索・開発が進められ、三菱化学、東レなどが試作を試み
ている。 
第4節 技術動向 
第1項 太陽光発電の技術課題 
制約のない太陽光発電の利用拡大のためには、太陽光発電の経済性改善、太陽光発電シ
ステムの適用性拡大、原材料供給の安定化、産業基盤の強化などの技術課題がある。その
うち、最も重要とされていることが、太陽光発電の経済性改善である。そのため、以下の
三つの技術テーマがある。まず、太陽電池の変換効率向上を上げて、集合住宅などの一層
の用途拡大が必要となる。 
また、材料コスト削減、生産コストの低減、生産性向上などの製造プロセスの革新によ
り、太陽光発電システムの価格を下げることである。最後に、太陽光発電システムの耐久
性の向上における課題が挙げられる。太陽光発電のモジュール、パワーコンディショナー
の長寿命化による建物寿命との整合および発電コストの低減につながると考えられる。 
第2項  活発化する薄膜系太陽電池の開発 
結晶シリコン型太陽電池は、変換効率上の限界（理論限界というより実用レベルの最高
値）が 2015 年前後に到達する可能性が高く、コストの改善余地も薄膜系に比べて小さい。
一方で、薄膜系は文字どおりにシリコンの使用量が少なく、温度が高い状態での出力低下
も結晶系に比べて少ない。かつ、ガラス等の基板上で薄膜を形成できるため製造工程がシ
ンプルになり低コスト化が図れるため、太陽光発電の経済性改善が期待されている。なお、
基盤として、ガラスのみならず金属など柔軟材を使用でき、薄くて軽いことから建材一体
化による用途の拡大も可能である。 
 すなわち、薄膜系太陽電池は結晶系に比較してコスト面を含めて様々な利点があり、第
二世代太陽電池として脚光を浴びている。従って、多くの太陽電池メーカーが薄膜系の技
術開発に積極的に取り組んでいる。その中、ほとんどの日本のソーラーセルメーカーは、
アモルフォスシリコンを用いたソーラーセルの研究開発を推進している。 
アモルフォスシリコンとは、バルクシリコンが結晶状に形成されているのに対し、結晶
となりきっていないアモルフォス状態であり、アモルフォスシリコンセルはシリコンの使
用量が極めて少なく、結晶系の 100 分の 1の薄さで済む。かつ、結晶系は高温で変換効率
が落ちるが、アモルフォスシリコンは気温変化に対して安定しているため、高温環境でも
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アモルフォスシリコン系太陽電池は変換効率が落ちない。そして、面積当たりの発電量は
少ないが、ワット当たりは価格が安い。従って、赤道に近い砂漠地帯のように空間コスト
が安く太陽エネルギーの量が多いところでは、アモルフォスシリコン系太陽電池がメリッ
トを十分生かせるということになる。 
アモルフォスの弱みは、変換効率が低いことである。その主な原因として、吸収する光
線の範囲が狭いことが挙げられる。吸収領域は赤外線から可視光線という波長の短い領域
に限られる。変換効率を上げるためには、紫外線の吸収も必要である。そこで、シリコン
薄膜をもう一層重ねて二層（タンデム）にする技術が出た。こうしたタンダム技術で、シ
ャープも葛城工場で本格的に生産を始め、堺の新工場にて大型設備を導入しようとしてい
る。最近は、二層状態での更なる効率化に加えて、三層（トリプル）の開発も進められて
いる。三菱重工はかねてより研究を進めているが、シャープの堺工場で生産されるものは、
最初から三層になると報告されている。三菱電機は三層セル構造で業界トップクラスの変
換効率 14.8％を実現したことが報じられた。シリコン系薄膜技術においては、ドイツの Q
セルズと中国のサンテックが開発を進めているが、アモルフォスから始まる技術開発には、
日本のメーカーがかなりリードしている。（表 4参照） 
薄膜系において、薄膜生産量ではファースト・ソーラーが圧倒的なシェアを誇っている
であるが、同社の製品は CdTe系の化合物であり、Cd（カドミウム）が有害物質である。ま
た、CIGS(銅、インジウム、カリウム、セレンの化合物)が主流となっているが、インジウ
ム、セレンのような希少金属は安定的に供給するには適していないと考えられる。将来の
太陽電池市場は巨大であり、太陽電池がさらに普及した場合、膨大な原料が必要になる。
これほど大量の太陽電池を製造するには、基本的には、地球上に豊富に存在するシリコン
を中心に据えていく以外にないと考えられる。 
要するに、コスト競争力、温度耐久性、変換効率の改善余地などを総合的に考えると、
今後シリコン系薄膜は第 2世代の太陽電池として成長が見込まれ、多数のメーカーが技術
開発を積極的に進めている。 
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表 4 主要日本メーカーによるシリコン薄膜系太陽電池への取り組み 
主要 
メーカー 
薄膜系太陽電池への取り組み 変換効率 量産
シャープ ▪ 城工場でのタンデムに続き、2010 年 3 月から堺工場でトリプ
ルを量産化計画 
▪ プラズマ CVDは東京エレクトロンと共同開発 
8% 
二層 
10% 
三層 
O 
カネカ ▪ a-Si薄膜の専業メーカーとして堅実な事業戦略を展開 
▪ NEDOと共同開発で、タンデムで変換効率 12% 
（量産ベース）を実現 
12% 
二層 
O 
三菱重工 ▪ 社開発の高速・大面積製膜プラズマ CVD技術を核として、微
結晶タンデムを開発・量産化 
▪ 光吸収の製膜速度：2~3m/s で微結晶シリコンセル変換効率 9%
実現 
▪ 薄膜系太陽電池でシェア 10%を目指す 
12% 
二層 
O 
三洋電機 ▪ 日石と JV「三洋 ENEOSソーラー」を設立し、メガソーラーを
中心に事業展開を検討 
▪ 2010 年度にタンデムで変換効率 10%パネルを量産開始計画 
8% 
シングル 
－ 
京セラ ▪ 引き続き、メガソーラー向けと品揃え強化を目的に戦略的に開
発強化に取り組む 
－ － 
三菱電機 ▪ 2010 年 2月、3層セル構造（トリプル）で業界トップクラスの
変換効率(14.8%)を実現 
14.8% 
三層 
－ 
出典：Nikko Investment Bankingレポート 
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第3章 市場動向 
第1節 補助制度に依存する市場 ‐各国の補助政策 
太陽電池の需要は、地球温暖化問題や原油価格上昇を背景に徐々に増加し、ドイツで太
陽光発電の買い上げ制度（フィードインタリフ（FIT））が強化されたことにより、2004 年
以降急拡大した。太陽光発電産業は、各国の導入補助政策を背景に急拡大を遂げており、
今後も持続的な成長が見込まれている。但し、太陽光発電は未だ既存電力対比コストが高
いため（図 1）、各国の補助政策の動向、メーカーによる発電コストの引き下げの進捗によ
って市場動向が変化し易い状況にあり、短期的な需要予測でも大きな開きが出ている。太
陽光発電事業に大きな影響を与える補助政策について簡単に説明する。再生可能エネルギ
ーの普及拡大と価格低減を目的として用いられる各国の補助政策には、RPS 制度、フィード
インタリフ（FIT）、設置補助制度がある。これらの制度により、再生エネルギー設備の設
置を促すだけでなく、生産量拡大による技術の発達を促進することができる。 
まず、RPS制度とは、「Renewable Portfolio Standard」制度の略で、新エネルギー間の競争
を促しつつ、電気事業者に新エネルギー等を電源とする電気の一定割合以上の利用を義務
づけるものである。現在日本においては、RPS 制度として、2002 年に公布された「電気事
業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」がある。また、国が 4 年ごとに 8
年間の「利用目標量」を定め、各電気事業者の電気の供給量に応じて、義務量として割り
当てている。（現在、義務対象電気事業者は 36 社）。 
次に、フィードインタリフとは、固定価格買取制度とも呼ばれる助成制度であり、エネ
ルギーの買取価格（タリフ）を法律によって定めるということである。代表的なものとし
て、太陽光発電や風力発電などによるグリーン電力を電力会社が買い取る売電価格につい
て法律により固定し、設備を設置する者を優遇することにより、その普及を助成する制度
である。ドイツのフィードインタリフが各国に波及し、その効果の高さから多くの国でも
採用されているが、一方で最近タリフレートの引き下げを加速する動きも出てきている。
また、日本におけるフィードインタリフ制度においては、2009 年 11 月 1 日より開始され、
売電価格は設置時点から 10 年間保証されることになっており、2009 年に太陽光発電を導入
した場合は、2019 年までは 1kWhあたり 48 円/kWhで売電可能である。なお、この売電額
については年々引き下げられる予定となっている。最後に太陽光発電システムを設置する
際に一定の金額を国や自治体が補助する制度がある。 
図 8を見ると、ドイツ、スペイン、アメリカなどは、国の補助制度が始まることにより、
市場が爆発してきたことが分かる。一方で、日本の太陽光発電の導入推移を見ると、2005
年度までは一貫して右肩上がりであったが、2005 年に住宅用補助制度が打ち切られたこと
から、2006 年度の設置量が減少に転じ、2007 年には前年比 26.3％減と減少幅の拡大を余儀
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なくされた。しかし、一度打ち切られた国による補助金制度が 2009 年に復活したため、今
後市場の成長が見込まれている。 
図 8 太陽光発電の世界設置量推移 
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出典： IEA PVS Report 2008 の数字に基づき作成 
 
要するに、国の補助政策によって現在までの太陽光発電市場が左右されてきたと言って
も過言ではない。システムの価格が下がり、グリッドパリティに達し、「市場ベースで成り
立つ」市場になるまでは国の政策に頼るマーケットであると考えられる。 
ここでグリッドパリティとは、風力発電や太陽光発電という新たなエネルギー源による
発電コストが既存の系統電力の価格(電力料金)と同等になることである。 
現在の世界主要地域における太陽光発電への政策動向について調べてみた。まず、確固
とした数値目標と効果のある政策支援策で世界をリードしてきたヨーロッパは、タリフレ
ートの低減、上限設定などの補助制度を縮小する動きがある。一方で、アメリカは欧州に
比べて、国家として具体的な導入目標がないこと、FITのような強力な助成策を持っていな
いこと等から、これまであまり積極的ではなかったが、2009 年以降から一層の活性化が期
待されている。その理由として、オバマ政権は、「グリーン・ニューディール」として環境
産業の推進を政策の柱に据えていることがある。オバマ政権の環境への取り組みは、温暖
化ガス排出量を 2020 年までに 1990 年並みの水準まで削減するとしており、キャップ＆ト
レーディング（C&T）に前向きである。そして、2009 年度に入って、様々な補助制度が各
州に導入されていて、今後の成長が期待される。 
また、2010 年アメリカの太陽光発電市場は、住宅用・商業用市場（Residential and 
Commercial rooftop）で堅調な成長を遂げると予想されるが、特に、Utility scaleの太陽光発
電所市場は大幅な成長が見込まれている。（表 5） 
今後の市場は、欧州の次はアメリカとの見方が多くあったが、予想を超える速度で米国
ドイツ FIT 
スペイン FIT 
日本補助 
廃止 
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がリードする時代が到来しつつあると考えられる。そして、アジアも巨大マーケット出現
の可能性と、世界の工場となる可能性の両方で注目されている。 
表 5 世界主要地域における太陽光発電への政策動向 
 
 
 
 
 
 
国 
再生可能エネ
ルギー比率 
（目標） 
FIT 補助金 足下の動き 
日本 ‐ △ ○ 
09 年より補助金制度が復活したほか、余剰電力に
ついて固定価格買収制度を導入 
韓国 5%（~2012 年） ○ ○ 
世界 3位の太陽光発電導入国になる目標を設定 
（~12 年） 
中国 15%（~2020 年） ✕ ✕ 
07 年にロードマップを策定。20 年に向けた累計導
入量目標を設定（1.8GW~10GW) 
ドイツ ○ ○ 
タイルレート低減率を拡大。 
（Roof mounted:▲5%/年→▲8～9%/年） 
スペイ
ン 
○ ✕ 
年間導入量に上限設定（09 年：500MW)。 
タリフレート低減率は拡大傾向。 
フラン
ス 
○ ○ 
20 年以降に建設する全ての建物に、再生可能エネ
ルギーによる発電装置の設置を義務付ける見込
み。 
イタリ
ア 
20%  
(~2020 年） 
○ △ 積極的なタリフを導入（約 460€/MWｈ） 
アメリ
カ 
‐ △ △ 
カリフォルニア州等を中心に 10 州において FIT、
補助金制度有り。また 2009 年 ARRA Fundの支援
により Pennsylvania州、Virginia州、Vermont州等
の他州にも補助制度が広がっている。RPS 制度を新
規導入。 
オバマ大統領のグリーンニューディール政策によ
り補助政策拡充が見込まれる。 
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第2節 需要予測‐成長が見込まれている市場 
第1項 世界市場の需要予測 
世界の太陽発電設置量は、2008 年半ばまでは過去最高という状況であったが、最大の需
要国であったスペインで FIT制度が見直され、年間 500MWの総量規制が設けられたこと、
さらには世界的な景気悪化などの影響もあり、10 月以降太陽電池全体の需要が急激に冷え
込んでいた。しかし、2008 年の市場は前半の好況により、前年比 143%増の 5.6GW となっ
た。2009 年は、世界的な景気後退やスペインでの需要急減といった 2008 年後半からのマイ
ナス影響が尾を引いており、14%が減少し、4.8GWに下がった。(図 9) 
表 6 は、2010 年度初に発表された太陽光発電需要の見通しである。アメリカの調査機関
である Displaybank、iSupply、ドイツの Baclays capital、 Photon consulting の予想値と平均
値を配置している。この表から分かるように、2010 年以降は成長率が 40％超に拡大し、2012
年には 2009 年度の 5倍の市場になると予想された。これは、日本を含めた各国の政策的イ
ンセンティブの導入や、変換効率の改善といった太陽電池品質の向上、太陽電池の低価格
化が需要を刺激していくと見られている。 
図 9 太陽光発電の世界設置量推移 
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表 6 各機関による太陽光発電需要見通し資料 
単位：GW 2009(E) 2010(E) 2011(E) 2012(E) 
Displaybank 4.8  7.0  10.0  14.0  
Barclays capital 7.2  11.0      
Photon consultings 8.6  24.4  44.9  63.5  
isupply 7.1  13.6  20.3   
平均値 6.9  14.0  25.1  38.8  
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また、日本の富士経済研究所によると、2015 年までに、早ければ 2010 年から 2012 年く
らいに発電コストが、系統電力と競争できるようになると考えられ、実現すると先進国で
の一層の普及に加え、新興国、開発途上国へと需要地が広がるなど、普及が拡大すると予
測した。2020 年には、需要地の広がりに加えて、技術的な発展で超高効率の太陽電池が開
発されることで、小面積の場所でも太陽電池が使われるようになり、新発想のアプリケー
ションの開拓も進むと考えられ、市場は 2008 年比約 5 倍の 10 兆 6,021 億円となると予測
した。各調査機関による太陽光発電における需要予測の数値は異なっているが、2010 年か
ら急成長を遂げると見込まれる。 
第2項 日本市場の見通し 
2008 年度の日本の太陽光発電システム市場は 1643 億円（前年度比 109％、エンドユ
ーザ販売金額ベース）と、2006 年度以降の 2年連続の縮小から一転、再び拡大に転じ
た。同年度の内訳は、「住宅用太陽光発電システム市場」が 1317 億円（構成比 80.2％、
前年度比 107％）、「公共･産業用太陽光発電システム市場」が 326 億円（構成比 19.8％、
前年度比 119％）であった。国内太陽光発電システム市場の拡大を牽引してきた住宅用
太陽光発電システム市場は 2005 年度の 1784 億円をピークに 2006、07 年度は縮小傾向
で推移したが、2008 年度は政府導入助成制度の再開などを背景に、3年ぶりに拡大に転
じた。 
2009 年度以降の国内太陽光発電システム市場は、2009 年 1 月に再開された政府によ
る導入補助金支給制度と同年 11 月にスタートした余剰電力買取制度により住宅用太陽
光発電システム市場を中心に急拡大すると見込まれる。多くの機関が、2009 年度の 2829
億円（2008 年度比 172％）から、2015 年度には 1兆円超（2008 年の約 6倍）まで拡大
すると予測している。 
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第3節 生産動向 
2004 年以降の需要爆発を背景に、 世界の太陽電池生産量（図 10）は右肩上がりで増え
てきており、2004 年からメガワットからギガワットの世界へ入った。2008 年の世界の太陽
電池生産量は 7.9GWと前年度の 3.7GWから大きく成長したが、ドイツの Photonの調査結
果によると、2009 年世界の太陽電池生産量は 12.3GWの見込みである。 
図 10 太陽電池生産量推移 
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出典： PV News2009の数字に基づき作成 
 
さらに、太陽光発電関連の設備投資も高水準で推移してきており、今まで発表された設
備投資計画を積み上げると、膨大な規模に達すると考えられる。2007 年から 2009 年にかけ
て大胆な投資計画が相次いで発表された結果、計画を含めた 2010 年前後の設備能力総量が
1GWを超える会社が多く出現することとなった。図 11 は、各機関により 2009 年からの太
陽電池生産量について予測したことであり、短期的な供給予測でも大きな開きが出ている
が、セル生産量は確実に増加し、2012 年にはミニマムで約 20GWに達すると考えられる。 
図 11 各機関による太陽電池生産量見込み 
 単位：GW 2009 2010 2011 2012 09 年対比 
 Photon 11.7 28.2 50.5 71.2 6.1 倍 
iSupply 10.8 14.6 17.2 19.4 1.8 倍 
平均 11.2 21.4 33.9 45.3 3.9 倍 
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現在、市場拡大を背景に新規参入や事業拡大の動きが活発しており、太陽電池セルのシ
ェアは大きく変化している。2009 年度のメーカー別生産シェア（表 7）を見ると、薄膜太
陽電池を生産するアメリカの Firstsolar社がトップとなり、前年度 1位であったドイツの
Q-cellは 4位に下落する大きな異変が起きた。また、最近では異業種大手企業からの参入も
相次ぐなど、競合は厳しさを増しており、今後も業界の勢力国は都度変動していくことが
予想される。 
表 7 メーカー別のセル生産量 
メーカー 国 2008 年 2009 年 増加量 
Firstsolar アメリカ 504 1100 118% 
Suntech Power 中国 497.5 704 42% 
Sharp 日本 473 595 26% 
Q-Cell ドイツ 581.6 586 1% 
Yingli 中国 281.5 535.3 90% 
JASolar 中国 300 520 73% 
Kyocera 日本 290 400 38% 
Trina solar 中国 210 399 90% 
Sunpower アメリカ 237 397 68% 
Gintech 台湾 180 368 104% 
出典：Photon International 
 
Firstsolarは、CdTe方式の薄膜太陽電池を生産しており、前年対比約 118％増となる
1100MWを生産し、ソーラーセル生産シェアの首位となった。薄膜系セルを製造する会社
がシェア 1位となったことは初である。既存アモルフォスシリコン方式の薄膜太陽電池は、
現在主流となっている結晶系に対して変換効率が低いため、伸び悩んだ状態であった。し
かし、Firstsolarはアモルフォスシリコン系より変換効率が高く、結晶系より安い価格競争
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優位性を用いて、2009 年期待以上の成長を遂げたと考えられる。一方で、ドイツの Q-Cell
は 2008 年から始まった世界的な景気後退の影響により赤字に転落した。そのため、セル生
産量が 2008 年とほぼ同じ水準である 586MWに留まった。 
2 位のサンテックパワー社は、前年比 42%増の 704MWを生産した。なお、シャープは前
年比 26%増の 595MWを生産して、前年度の 4位から 3位に上がった。また、シェアの上位
10 社の内、4社が中国系企業であり、これまで日本メーカーが主流であった太陽光発電市
場において、中国メーカーの強い勢いが目立つ。中国のメーカーは積極的に投資を通し、
生産能力を増強しつつあり、世界太陽光市場の主導権狙いがある。 
2010 年 4 月の報道によれば、中国のサンテックパワー（Suntech Power）は国営の中国開
発銀行から 73 億ドル（約 7000 億円）の融資を受ける。また、ごく最近まで弱小メーカー
にすぎなかったトリナソーラー（Trina Solar）に対する融資額も 44 億ドル（約 4100 億円）
と高額である。中国は太陽光発電を含む再生可能エネルギーを国家戦略産業と位置づけて
おり、中国政府におる太陽光発電産業に対する融資が非常に増えているという象徴である。
インタビューによると、サンテックパワーは、この融資金を利用して、生産能力増強する
方針を表明し、2010 年内に 1.4GWまで生産能力を拡充し、1.25GWモジュール販売を目指
している。これは 2009 年度の販売実績に対して約 80％増加した数値であり、かつ、新しい
ビッグマーケットと期待されているアメリカ市場を狙い、アリゾナ州グッドイヤー市にモ
ジュール工場を新設している。昨年のシェア 15％から 20％まで、着実にアメリカ市場シェ
アを伸ばす目標である。 
2009 年の太陽電池生産シェアにおける上位 10 社は、前年に比べて Q-Cell社を除き、約
40％以上の生産量を増加した。各社は積極的な投資計画を示しており、過剰供給の現状は
決して一時的なものではなく当分の間は続き、激しい価格競争が続くことは間違いなさそ
うである。 
第4節 種類別の動向－薄膜系の躍進 
現在は、結晶系太陽電池が主流になっているが、変換効率で劣る一方、シリコンを使用
せず安値な薄膜系が力を付けつつある。太陽光設置量のタイプ別内訳を見ると、結晶系が
2008年の77.5％から低下し、その代わり薄膜系が伸びると考えられる。シャープは（図12）、
2012 年に市場需要の半分は薄膜系が担うと薄膜系の増加を見込み、現在薄膜系に積極的に
投資を行っている。なお、三菱重工業も薄膜系が成長し、2012 年度に全体需要の約 40％ま
で占めると予想した。 
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図 12 種類別太陽電池需要予測（左）シャープ社の予測、（右）三菱重工業の予測 
 
 
2008 年の生産量で結晶系に次いで多いのは CdTe（カドミウム・テルル）型であった。CdTe
型はコストが安いことにより需要が増加している。結晶シリコン型のモジュール販売価格
は多結晶シリコンの価格下落で最安値では 2米ドル/Wまで下がったものの、CdTe型のモ
ジュール・コストは1米ドル/Wを下回った。コストと販売価格とを単純に比較できないが、
CdTe型の価格競争力が十分にあることは間違いない。そのため、原料にカドミウムを使用
することから環境問題を懸念する声は多いが、コストが安いためシェアを拡大している。
また、Firstsolar社は、CdTe型太陽電池を生産し、ソーラーセル生産シェアを大幅に伸ばし
ている。また、カドテルは毒性が懸念されており、製品のリサイクルを前提に販売を実施
している、今後、市場拡大が期待される米国で主流になる見通しであり、需要が増加する
と考えられる。 
2012 年以降は、好調な CdTe型をさらに上回るペースで拡大し、構成比で 2位になると期
待されているのがタンデム型である。2008 年 9 月の時点まで 3.5 米ドル/W前後のレンジに
あったセル価格は 2009 年春に 2.0 米ドル/Wを下回るレベルまで下落したことにより、a-Si
型やタンデム型などのいわゆる薄膜系は、価格競争力が大きく低下した。このため性能で
優位性をアピールする必要がでてきた。そして、a-Si型では変換効率の向上が難しく結晶シ
リコン型に太刀打ちできないため、タンデム型薄膜太陽電池へ移行するメーカーが多い。
タンデムは、シリコン薄膜をもう一層重ねて二層にする技術であり、二層状態での更なる
効率化に加えて、三層（トリプル）の開発も進められており、変換効率 14.8%を実現した。
こうしたタンダム技術で、シャープも葛城工場で本格的に生産を始め、堺の新工場にて大
型設備を導入しようとしている。特に、日本のメーカーがタンデムを中心とする薄膜系を
リードしており、日本メーカーの太陽光発電システム向け生産能力は世界動向と異なり、
結晶系よりもタンデム型、トリプル型のような他のタイプの比率を大きくする現状にある。
2007 年に多結晶シリコンの価格が高騰したことにより、結晶シリコン型を避けてタンデム
型など他のタイプに舵を切ったためであると考えられる。 
結晶系 
薄膜系 
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また、CIGS太陽電池の生産量は 2007 年 20MW、2008 年 50MWと推移した。2009 年は参
入企業の増加などにより 180MW程度に拡大する見通しである。CIGS太陽電池は研究レベ
ルで 20%近い変換効率を実現しており、ポテンシャルを含めた変換効率の高さから結晶 Si
太陽電池と競争できる太陽電池として注目が高まっている。結晶系のコスト削減と薄膜系
の変換効率向上への取り組みが競い合う様相を呈している。 
第5節  太陽光発電市場の予想シナリオ 
第1項 短期的な供給過剰 
多くの企業がかなりのボリュームの設備投資を行なうと発表している。長期的に無限大
の需要が見込まれているとしても、ここ数年の範囲では明らかに投資過多である。計画さ
れている投資のうち、相当量がスケジュール通りに立ち上がる場合は、供給過剰状態とな
ると予想される。2008 年の需要は 5.6GWであるものの、生産量は 7.9GWとなり、供給が
需要を上回った。更に、2009 年は需要の約 7GW に対して、生産量は 12GWと見込まれる状
態で供給と需要の差異が広がっている。図 13 は iSuppli REPORT 誌が発表した数値に基づ
き、需要と供給の差異を表した。2008 年から供給が需要を上回り、その差異は徐々に大き
くなることが予想される。数字はあくまでも予想であるため、実際と異なる余地はあるが、
しばらくは明らかに供給過剰な状況になると考えられる。 
メーカーの生産能力増強の激しい競争により、太陽電池の価格の下落を招き、採算性が
取れなくなる。更に、供給過剰は生産調整につながり、工場のフル生産が出来なくなり、
生産コストが高くなるものの、市場確保のために市場に見合うような価格で供給する可能
性が高い。これらの原因で収益性の悪化が進み、強い会社が生産能力を増やせば、その分
限界企業は市場からの撤退を余儀なくされることになる。すなわち、競争力のない企業は
淘汰され、競争優位性のある企業だけが生き残ると考えられる。 
 
図 13 太陽光発電の供給と需要、iSuppli REPORT 2009 Novemberの数字に基づき作成 
 
Global PV Module supply and Demand for 2008-2013
(Expected production in 2009)
0
5
10
15
20
25
30
35
2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
Gi
ga
 W
at
Module production Roadmap Module production PV installations
 31 
第2項 長期的な太陽光発電所市場における需要の爆発予想 
太陽光発電システムの設置量を用途別に調べてみると、今まで設置量が最も多かったの
は住宅用太陽光発電であった。しかし、今後は大規模の太陽光発電所向けの市場が急成長
を遂げ、2015 年には住宅用市場を上回り、マーケットの先頭に立つと予想される。(図 14) 
図 14 用途別太陽発電市場の予測、（京セラ社の予測値） 
 
 
世界各国で太陽光発電所の推進が相次いでいる状況である。 特に北米では、メガプラン
ト計画が続々と発表されており、かつ、ソーラー・モジュールの価格の下落により、大規
模太陽光発電所市場が急激に拡張している。 
アメリカでは、オバマ大統領がグリーンニューディール政策を表明した後、2010 年から
連邦政府と州政府のインセンティブ‐政策が強化しつつある。現在 Utility scaleプロジェク
トは 6.5GWに達する大規模であり、米国の財務省の Treasury Grant Programの支援を受ける
ために、2010 年末まで着工に入らなければならない状況であるため、2010 年からアメリカ
の太陽光発電事業が本格的な成長軌道に乗ると考えられる。 
カナダでは、オンタリオ州政府が 大型太陽光・風力発電団地事業を推進しており、オン
タリオ州に 2500 メガワットの風力・太陽光発電団地建設のため 60 億ドル規模を投資して、
2016 年までに建設し、20 年間運営する方針である。 
中東やアフリカも最近大きな注目を集めている。これらの国々は、原油等化石燃料資源
には恵まれているが、資源枯渇の懸念が常に付きまとっているため、資源のある間に、次
の産業やエネルギー供給策を進めておこうとしており、特に注目しているのが太陽エネル
ギーである。中東やアフリカは、「化石燃料資源と太陽エネルギーは二大エネルギー資源」
と位置づけており、最近中東・北アフリカ諸国で太陽エネルギーを利用した大規模な発電
事業計画が相次いでいる。諸国は太陽エネルギー活用で地球温暖化対策と電力需要増への
対応の両立を狙うとともに、先進国への排出枠売却などもにらんでいる。 世界 4位の産油
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国であるクウェイトは、エネルギーの多角化戦略を進めており、2020 年まで電気供給量の
5%を、太陽光をはじめとした再生可能エネルギーに代替することを表明した。その計画の
一環で、2012 年まで 1GW～1.6GWの太陽光発電を推進する計画があり、太陽光発電所の
建設事業入札を 2010 年に実施する予定である。なお、エジプトは 2020 年に電力需要の 20％
を風力や太陽熱など再生可能エネルギーで賄う目標を示した。アルジェリアは 15 年までに
太陽エネルギーで電力需要の 5％を、モロッコは 20 年までに同 14％を賄う目標を掲げる。
また、アラブ首長国連邦（UAE）のアブダビでは太陽電池を使った発電所（発電能力 1GW）
が稼動している。 
また、京都議定書で定められたクリーン開発メカニズム（CDM）プロジェクトでは、途
上国への技術支援の見返りに排出枠を得ることが可能である。そのため、今後太陽エネル
ギー分野で CDM活用が進む可能性があり、民間企業が太陽光発電所建設を途上国で進める
ことが増えると考えられる。今までは、住宅用太陽光発電が市場をリードしてきたが、今
後のマーケットのトレンドは太陽光発電所を中心に変化すると考えられる。 
 
なお、太陽光発電所マーケットで薄膜系太陽電池は結晶系より 2つの大きい利点があり、
今後活躍が期待できると考える。まず、薄膜系太陽電池は結晶系より製造コストが低く、
価格競争優位性を持つことである。住宅用の太陽光発電の場合、太陽電池の設置面積（屋
根の大きさ）に制約があるため、高い変換効率が求められる。それに対して太陽光発電所
では面積はあまり制約されない。 かつ、一般消費者を相手にする住宅用太陽光市場と違い、
太陽光発電所は入札を通して取引する方式であり、企業、公共機関がメイン顧客である。
すなわち、変換効率よりはむしろ単位発電量当たりの価格が低い太陽電池が求められる。
このため、薄膜系が競合に優位な位置になる。 
次に、薄膜太陽電池は高温環境でも効率が落ちず、安定的な発電ができる。結晶系シリ
コン太陽電池は高温に弱く、気温が高くなると発電能力が低下するという大きな欠点があ
る。一方で、シリコン系薄膜太陽電池は、高温下でも高い発電能力が落ちない。最近、中
東・アフリカなどで太陽光発電所の建設が多くなり、建設計画も増加しているものの、こ
の地域は砂漠が多く、低緯度であり気温が高い。結晶系太陽電池にとっては非常に厳しい
環境であるが、薄膜系は安定的に発電所運営ができるため、太陽光発電所に適合する製品
である。 
薄膜系太陽電池は、太陽光発電所に向けて結晶系より競争優位性を持ち、太陽光発電所
市場でメイン・プレイヤーになると考えられる。今後、メガソーラー市場が拡大すること
により、薄膜系太陽電池の需要も急増し、太陽電池市場の主流となる可能性が高いと考え
られる。 
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第4章 各企業の分析 
第1節 シャープ（戦略、生産、投資、資金調達） 
シャープは 1959 年に太陽電池の関係に着手して以降、パイオニアとして業界をリードし
てきた。2007 年末には世界で初めて累計 2GWの太陽電池生産量を達成した。しかし、為替
変動や原材料であるシリコンの調達問題が影響し、2009 年にはセルの生産量でシェア 3位
までポジションを落としている。かつて世界首位だったシャープは、欧米や中台メーカー
の追い上げで順位が後退した。これに対し、シャープでは 1GW規模の堺新工場を立ち上げ
るほか、伊エネル社とパートナーシップを結び、欧州での PV事業の拡大に着手、IPP事業
への参面も視野に入れるなど、原料から発電までの Value chain全体で勝負していく姿勢を
打ち出している。 
また、これまで「結晶系」が中心であったが、低価格が武器の薄膜系太陽電池に経営資
源を集中、優位性をいち早く確保し、シェアの拡大を図る考えである。 
第1項 太陽電池の事業戦略 
シャープの太陽電池における戦略は大きく分けて 4つがある。結晶と薄膜を同時に持っ
ていく両輪体制、発電所で需要拡大が見込まれている薄膜電池の生産能力を増強すること、
世界シェアを伸ばすために地産地消体制がある。そして、次世代太陽電池の持続的な研究
開発である。これらの戦略を通して、2012 年までは太陽電池の首位を取り戻そうとしてい
る。シャープの戦略について下記のようにまとめてみた。 
 
第一に、結晶と薄膜の両輪体制である。 
シャープは薄膜太陽電池と結晶太陽電池の両輪体制で「グリッドパリティ」を早期に実
現し、事業拡大を目指している。結晶系は変換効率向上（目標 20％）による発電コスト 23
円/kWhの実現を目指しており、薄膜太陽電池は変換効率向上（目標 10％）と量産効果によ
る発電コスト 23/kWhの実現を目指す。 
 
第二に、薄膜シリコン系太陽電池の投資に集中する。 
シャープは薄膜シリコン太陽電池の量産工場を大阪・堺のコンビナートに建設し、生産
規模は 1GWで、2010 年春の稼動を始めており、堺工場を薄膜シリコン太陽電池のマザー工
場と位置づける。さらに、薄膜太陽電池はワールドワイドで 6GWまで生産を拡大する計画
である。また、トリプル型の量産により「グリットパリティ」を実現し、太陽光発電市場
で主導権を取り戻そうという狙いである。シャープでは堺新工場で a-Si/ a-Si/微結晶 Siのト
リプル型の量産が始まった。トリプル型は微結晶 Siとの 3層化によって光の吸収を高める
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ことにより、セル変換効率 13%、Module変換効率 10%の業界トップレベルを達成し、これに
よりグリッドパリティの実現を達成する考えである。 
トリプル型の量産化に当たっては、2008 年 2 月に半導体・液晶製造装置メーカーである
東京エレクトロンとの合併会社「東京エレクトロン PV」（資本金 5000 万円、出資比率： 東
京エレクトロン 51%、シャープ 49%）を設立している。シャープは自社が保有する太陽電池
製造技術と東京エレクトロンの真空プラズマを使った量産装置技術を合わせ、プラズマ
CVD装置などを共同開発する。 
日系メーカーの多くは製造装置を内製化しながら、生産性向と高効率化に向けた要素技
術の確立に取り組んでいるが、薄膜 Si系の市場規模が急拡大する中、これに対応した設備
投資を行っていく上では装置メーカーと手を組む方が合理的と判断した。ただ、装置の製
造と販売は東京エレクトロンが行うものの、設計・開発にシャープが中心的に関与するこ
とで要素技術のブラックボックス化を図っていく方針である。 
 
第三に、「地産地消」のビジネスモデルで太陽電池のトータル・ソリューション提供する。 
 ① 海外生産拠点の整備：エネル社と共同で 09 年より南イタリアで発電プラント建設を
進め、12 年末までに 189MWの発電プラントを建設。ST マイクロも加わり、薄膜太陽電池
を生産。 
 ② 現地消費：海外企業とアライアンスを組み、独立発電事業の協業を行うことにより、
現地消費体制を整える。現地企業と積極的なアライアンスを利用し、地産地消を目指して
いる。シャープは、エネル・グリーン・パワー社、ST マイクロエレクトロニクス社は共同
で、イタリアにおける薄膜太陽電池を生産する。そして、イタリアでの独立発電事業に関
する協業について、シャープ、EGP社の両社で合弁会社 ES Solar Farm S.r.l.（以下、ESSF）
を設立後、2016 年 12 月末までに累計 500MW以上の規模となる複数の太陽光発電所を建設
する。ESSFは、イタリア・カターニアの工場で生産される薄膜太陽電池を活用し、イタリ
ア、フランス、スペインなど地中海地域へ発電事業を展開する。(図 16) 
要するに、シャープは、現地の企業と協力し、薄膜太陽電池の生産から独立発電事業ま
でを一貫して手掛ける世界で初めてのソーラービジネスモデルを早期に立ち上げ、太陽電
池のトータル・ソリューション・カンパニーを目指している。 
 
第四に、第 3世代太陽電池の研究開発を進める 
色素増感太陽電池（DSC）や集光型化合物太陽電池などの研究開発も推進している。DSC
では高効率化、モジュール化、信頼性向上などに関わる要素技術の開発に取り組んでいる。
高効率化技術では、①界面状態解析技術、②電子移動素過程解析技術、③高性能光電極形
成技術の検討を行っており、高性能光電極形成技術においては Ru系色素（N3）とヘイズ率
の高い TiO2 電極を用いたセルで変換効率 11.3%を達成した。さらに、小面積セルで培った
TiO2 電極のヘイズ率制御による光閉じ込め技術のモジュールを構成する単位セルの高効率
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化に適用した。今後も長期信頼性を高めながら、低コストの太陽電池として早期の実用化
に取り組んでいく。また、集光型化合物太陽電池ではトップ層に InGaP(波長領域 660nm)、
ミドル層に InGaAs(660nm～890nm)、ボトム層に Ge(890nm～2200nm)といった吸収ピーク
が異なる層を多接合化することで高い変換効率を実現している。このような多接合太陽電
池は高効率である反面、材料・製造プロセス面で高コストとなる。そのため、安価なレン
ズなどで太陽光を集光しセルを小型化することで低コスト化を図っている。 
第2項 生産状況 
太陽電池の生産体制は以下の表のとおり、結晶 Si系ではセルを葛城工場、堺工場で生産
しており、セルの総生産能力は現在 870MW/年である。最も大きい拠点である葛城工場の
年間生産能力は 710MWである。また、2010 年 3 月に稼動を開始した堺新工場は、セルの
生産からモジュールの組み立てまで一貫して行う。そして、投資額は太陽電池のみで 720
億円であり、電気、ガスなどのユーティリティを液晶パネル工場と共有することにより投
資額を大幅に圧縮している。基板サイズが 1.0m×1.4m、a-Si/a-Si/微結晶 Siのトリプル型
を量産し、工場の生産能力は年間 160MW である。当初、年間 480MWの生産を計画していた
が、世界的な景気低迷で需要の伸びが鈍化した影響を受け、3分の 1に縮小してスタートし
た。徐々に年間生産能力を当初計画の 480MWに引き上げ、将来は原子力発電所 1期分に相
当する 1GWまで拡大する方針である。 
また、シャープは、エネル・グリーン・パワー社（以下、EGP社）、ST マイクロエレクト
ロニクス社(以下、STM社)は共同で、イタリアにおける薄膜太陽電池の生産することで、
海外生産体制を整備する。シャープは、EGP社と STM社の 3社で協業する薄膜太陽電池の
生産において、生産立ち上げとプロセスの導入、そして技術指導を担当する。また、シャ
ープと EGP社の 2社で協業する太陽光発電事業においては、最先端の薄膜太陽電池技術を
活用する。太陽光発電は、欧州各国にとって環境政策およびエネルギー政策の面で重要な
事業となっている。シャープは、技術とノウハウでこれらの協業に参画する。具体的な生
産事業に関する協業は、シャープ、EGP社、STM社が合弁会社を設立後、イタリア・シチ
リア州カターニアにある STM 社の工場を活用し、薄膜太陽電池の生産を 2011 年初から開始
する予定である。当工場では、年間生産能力 480MW規模までの拡張を視野に入れ、第 1次
展開として年間生産能力 160MWの生産体制を整える。 
事業資金については、銀行融資等に加えて、3社は、それぞれ最大 7,000 万ユーロまで均
等に出資する。生産された薄膜太陽電池は、シャープと EGP社の販売網を通じて、主に欧
州および地中海エリアにて販売される予定である。これまでシャープは技術の Black box化
を目的に液晶パネル、太陽電池セルを国内で集中的に生産してきたが、今後は海外の有力
企業とアライアンスを組み現地に製造工場を建設する。 
部材調達から生産販売までを消費地域内で完結させる「地産地消」のビジネスモデルに
転換し、独自技術やノウハウを提供し、その技術指導料や Royalty、合併会社の配当などで
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回収するエンジニアリング事業に軸足を置く戦略を打ち出している。 エネル社との発電事
業はその第一弾と位置付けられているが、シャープではドイツやフランスなどでも同様の
構想を有しており、将来的には「世界 6拠点、6GW/年」を目指す。（図 16） 
一方、Moduleの生産は葛城工場、八尾工場、矢坂工場と、米、英を合わせた計 5拠点が
担う。国内の 3拠点はグローバルな Supply chainの中で需要に弾力的に対応できる規模を整
えている。SMCAは米国での拡販を目的に 2003 年春に 200MW/年の能力で生産をスタート
させた。その後、段階的に増強を行い、2008 年 10 月には 100MW/年まで引き上げられてい
る。SUKMは、2004 年春に 20MW/年の設備が稼動を開始した。以降、2005 年 5 月に 50MW/
年、2006 年 2 月に 110MW/年と増強を進め、2007 年 2 月には 220MW./年の体制となった。
シャープはセルを国内で集中的に生産、各地の需要に応じ現地でModule化し供給する体制
を整備してきた。しかし、2007 年、2008 年と為替変動が収益面に影響した面も否めなかっ
たことから、為替変動の影響を最小化できる事業構造の構築が必要と判断した。架台など
のモジュール部材の現地調達に加え、セルについても台湾メーカーなどと技術面などに関
するやりとりを行っている。 
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表 8 シャープの生産状況 
拠点 所有地 生産品目 
生産能力 
MW/年 
備考 
堺新工場 
大阪府 
堺市 
セル/ 
モジュール
160 
2010 年 3 月、年間生産能力 160MWで稼動
開始。しかし、生産能力を当初計画に引き
上げる方針。（第一次展開：480MW/年、投
資額 720 億円 ）。その後、1GW/年に拡大予
定。 
イタリア - 
セル/ 
モジュール
- 
伊エネル社と合併によりイタリア国内に薄
膜系の新工場を建設予定。2011 年に稼動開
始予定。 年間生産能力 480MW規模までの
拡張を視野に入れ、第 1 次展開として年間
生産能力 160MWの生産体制。（出資金：約
90 億円） 
セル/ 
モジュール
160 
2008 年 10 月に 160MW/年に増強。 
投資額は 220 億円。 
セル 550 2007 年 3 月に 110MW/年増強。 
葛城工場 
奈良県 
葛城市 
モジュール -   
八尾工場 
大阪府 
八尾市 
モジュール
-   
矢坂工場 
栃木県 
矢坂市 
モジュール
-   
SMCA 
Texas、 
UA 
モジュール
100 
2003 年に稼動を開始。 
2008 年 10 月に 40MW/年増強。 
SUKM Wales UK モジュール 220 2004 年に 20MW/年で稼動を開始。 
富山事業所 
富山県 
富山市 
原料 Si 昭和タイタニウム敷地内 
NSソーラー 
マテリアル 
福岡県 
北九州市 
原料 Si 
1000 
2007 年下期より生産を開始 
 
SMCA : Sharp Manufacturing Company of America、 SUKM : Sharp Manufacturing Company of U.K. 
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また、シャープは 2006 年 4 月に原料の安定確保を目的にソーラーシステム事業本部富山
事業所を開設したほか、2006 年 6 月に新日鐵マテリアルズと設立した合併会社「NSソーラ
ーマテリアル」では福岡県北九州市にある新日鐵八幡製鉄所内に原料 Siの実証プラントを
建設した。 
両拠点ともに生産品目は冶金法によるソーラー・グレード・シリコン（SOG-S）である。
一般に、冶金法は電子ビームによりリン除去および金属不純物の粗除去を行う工程、アル
ゴンプラズマ・トーチなどを用いてボロン・炭素除去および金属不純物の仕上げ除去を行
う工程とで構成される。元素物性に起因して固液分配による金属 Siからのリンおよびボロ
ン除去が困難であるが、両拠点ともに独自技術でこれを解決し 2007 年下期から本格的に生
産を開始した。生産能力はトータルで 1000 トン/年（100MW/年相当）である。また、一時
シャープは高値での長期契約は低コスト化のネックとなりうること、既存の大手原料 Siメ
ーカーの増産計画や新規参入メーカーが相次いでいたことなどから原料 Siメーカーとの長
期供給計画には消極的であった。しかし、現在は価格も落ち着いてきているため、複数の
原料 Siメーカーと長期契約を結んでいる。 
第3項 投資状況 － 世界トップシェアを目指す 
現在、シャープは、世界シェア 3位であるが、2012 年には世界トップシェアを目指す。
そのために、 シャープでは、2012 年をめどに、技術先行し、今後需要が拡大すると見ら
れる薄膜太陽電池の生産能力を拡充して、この分野での首位を確固たるものにする考えを
示している。  
シャープのトップ経営陣のインタビューや報道によると、2010 年度には、薄膜太陽電池
だけで、年間 1GWの生産能力に拡大するとともに、2014～16 年頃を目標に、海外展開を含
めて 6GWにまで生産能力を拡大する計画であることが分かる。シャープは 2012 年に太陽
現地部材メーカー
合併会社 
シャープ 
シャープ 
合併相手 
（現地企業） 
出資 
販売 
イニシャル・ペイメント、配当
出資、技術、ノウハウ 
販売 
市場 
販売 
販売 出資をイニシャル・ペイメントで相殺し
て、初期投資負担を実質ゼロに 
ロイヤルティ、配当、販売により、 
高い収益を実現 
図 15 シャープの現地企業におけるアライアンス戦略 
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電池の世界市場規模が 15GW/年に達し、このうち 1/2 が薄膜系、1/2 が結晶系になるとみ
ている。薄膜系の需要増を見込み、将来は合計で薄膜太陽電池の生産能力を 6GW/年まで拡
大するとしている。6GW/年を達成する目標時期は明らかにしていない。第 1段階として堺
工場の稼働が始まった 2010 年 4 月時点で 1GW/年とする計画があったが、世界不況の影響
で堺工場が 160MWから稼動したため、2010 年 4 月時点で 870MWになった。しかし、堺工
場の生産能力を 480GWまで拡大し、イタリア工場が稼動をスタートして、160MWが加え
ると、2011 年度のシャープの生産能力は、約 1.3GWに達すると考えられる。また、堺工場
で 1GW、イタリアで 480MWまで拡大すると 2012 年度には、生産能力が約 2.3GWまで拡
大できると考えられる。将来の 6GW/年については、この欧州工場や国内工場を含め、全世
界 6拠点で賄う計画だと報道されている。シャープの生産能力推移は図 17 を見れば分かる
ように、2008 年までは徐々に増加してきたが、2009 年からは積極的に投資を行い、生産能
力を拡充しようとしている。シャープは、太陽電池事業を液晶に続く、シャープの大きな
事業の柱と位置づけている。 
図 16 シャープの生産能力推移、2010年からは各資料に基づき、予想された数値である。 
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第4項 まとめ 
① 現状：太陽電池メーカーの積極的な設備投資 
2004 年以降の需要急増を背景に、Solar cellの生産は急激に増えてきている。需要量より
も生産量が上回っている状況である。また、企業が発表した設備投資計画から見ると、膨
大な規模になる。2007 年から大胆な投資を行っており、2010 年度の設備能力総量が 1GW
を超える会社が多く出現することになる。 
 
 
2009 年から積極的な生産能力 Up. 
⇒ 攻めの投資計画 
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表 9 日本メーカーの太陽電池生産計画 
 生産能力 Nation 08 年 Plan 
SHARP Japan 855MW 10 年 1.3GW->14 年 6GW 
昭和 Shell solar Japan 20MW 11 年以降 1000MW 
三洋 ENEOS solar Japan - 15 年 1000MW(薄膜のみ) 
京セラ Japan 760MW 12 年 1GW 
 
この背景として、半導体、液晶産業で生じた設備投資競争に勝ったものが最終的に果実
をとるという「規模の経済の論理が働く」ことと、装置メーカーなどの半導体関連事業者
が、長引きつつある半導体不況からの脱却策として、類似性があり成長分野である太陽ビ
ジネスにシフトしていることが挙げられる。そして、シャープの投資計画は、2014～2016
年まで 6GW規模に増強することである。 
 
② 問題点 ：需要＜供給、資金調達や採算性がない場合、耐えられるか。 
問題は 2点が取り上げられる。供給過剰の時期に耐えられるかと莫大な投資における資
金調達は可能であるかである。 
一つ目、太陽電池メーカーによる設備投資と需要を考えると、しばらくの間、供給量が
想定需要をはるかに上回ると考えられる。そのため、Module価格が必然的に下落する。工
場稼動を落として需要に合わせる選択肢もあるが、しかし、工場稼動維持や市場確保のた
めに、ある程度コストが割れても、市場価格に合わせて提供する必要がある。すなわち、
太陽電池事業では少なくとも 2年～3年の間は採算が取れない状況にあり、赤字になる恐れ
もある。この時、シャープは耐えられるのか。 
2010 年 3 月決算値に基づき、シャープの売上構成比と状況について調べると、シャープ
は Electronics機器と電子部品 Segmentに分けられている。売上の48%は携帯電話関連事業で、
18%は液晶が占めており、太陽電池はまだ 8%程度である。ただ、全体と他の部門の売上が減
少したものの、太陽電池部門は前年度に比べて約 33%増加したため、成長している事業であ
ることは間違いない。 
表 10 シャープの事業部別の売上状況 
その他 単位：億円 
AV・通信機器 健康・環境機器 情報機器 太陽電池 液晶 
電子部品
2009 年 3月 13676 2253 3515 1571 5739 2173 
2010 年 3月 13321 2440 2669 2087 5086 1954 
売上構成比 48% 9% 10% 8% 18% 7% 
 (2010 年 3 月期、売上高 2兆 7759 億円、営業利益 519 億円、営業利益率：1.8％） 
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各事業の特性を見ると、まず、売上の中で最も大きい割合を占めている AV・通信機器事
業部は、液晶テレビと携帯電話などを生産している。その内、テレビ事業の現状は、国内
テレビの販売は伸長しているものの、海外向けのテレビ販売が減少しており、伸び悩んで
いる。なお、携帯電話については、日本全体の需要が落ちていることに伴い、売上と収益
性が落ちる懸念が台頭しつつあり(売上：08 年に対し 19%減、09 年度比 2.6%減)、収益性と
今後の成長についてはっきり見えない状態である。 
次に、液晶事業は景気による変動が激しい分野であり、なおかつ、 液晶に世代に応じて
膨大な投資が必要な事業特徴がある。また、プラズマクラスター技術を利用した空気清浄
機を製造する健康・環境機器事業部門は健康と環境における消費者の意識が高まっている
中、現在販売は好調であり、売上も前年対比伸長したが、まだ規模が大きくない。 
要するに、シャープは、毎年膨大な設備投資が必要なであり、景気変動に関係なく、利
益を確実に取るビジネスモデルが欠けている状況である。 
そして、莫大な太陽電池の工場新設や設備投資を行うことにより、固定費などの負担が増
える。かつ、しばらく需要が供給を下回る状況が続き、事業の採算性が取れなくて、赤字
になる恐れがある。この場合、シャープは太陽電池事業が続けられるのか。 
二つ目の問題は、設備投資はできるか、資金はあるか、という点である。 
シャープの太陽電池における生産計画は、2010 年に 1GW規模の生産能力を確保し、2014
年、6GWまで生産能力を上げることである。投資する内容を見ると、薄膜タイプの太陽電
池であり、3層構造の独自技術を適用する製品である。生産能力が世界 Topのレベルになる
計画である。問題は投資資金をどの方法で調達するかである。アメリカの Display bank社の
調査によると、薄膜系の投資金額は 1MW当たり 2億円であり、結晶系の投資金額は 1MW
当たり 5000 万円である。これから計算すると、2010 年から 2014 年までシャープは 6GWの
生産能力になるために、1兆円の投資資金が必要になる。シャープは本当に投資ができるか。 
まず、シャープの Cash flowや設備投資の状況を分析してみると、毎年シャープは 2500
億円程度の投資を行っている。その内、液晶の投資が相当な部分を占めると考えられる。
そして、シャープが使える Cashとして、CFは平均で約 2750 億円であり、財務活動による
CFは、2009 年以外に、1000 億円を超えない。すなわち、内部の資金で 4年の間に太陽電池
事業に 1兆円を投資することが無理であることが考えられる。シャープは資金調達をどの
ようにするか。また、独自で薄膜系太陽電池の生産能力を増強するか 
表 11 シャープのキャッシューフローと設備投資推移 
単位：億円 FY2004 FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 平均 
設備投資 2131 2190 2842 3153 2603 2584 
CF 2528 2818 3194 3785 1458 2757 
財務活動 CF 575 ▲338 412 841 1862   
CF＝当期純利益＋減価償却費、3月決算 
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③ シャープの太陽電池事業におけるビジネス選択肢。 
上記の問題点を理解した上で、太陽電池事業における戦略を考えると、積極的なアライ
アンスを利用して、生産能力を高め、需要先を確保することが、シャープの太陽事業にお
ける成敗を左右する。最近、シャープの動きを見ると、地産地消の戦略を掲げて、海外の
会社と Partnershipを積極的に組もうとしている。まず、シャープはイタリアで薄膜太陽電
池を生産する合弁契約を現地の電力最大手「エネル」の子会社など 2社と締結した。そし
て、 合弁で地中海沿岸に大型の太陽光発電所も建設し、発電事業にも本格参入する戦略で、
シャープは EGPの合弁でイタリア、フランス、スペインなどに 500 メガワット以上の大規
模太陽光発電所を複数建設する計画がある。これは、太陽電池メーカーが発電まで一貫す
ることにより、コスト競争力を持ち、安定的な需要先を確保することになる。生産の合弁
会社を積極的に推進することにより、莫大な資金調達や工場の固定費の負担を減らすこと
ができ、なおかつ、電力会社とパートナーシップを構築して安定的な需要先を確保できる。
これは非常に望ましい戦略だと考えられる。 
また、シャープは 2010 年決算短信で太陽電池において、大規模太陽光発電所向けなどを
中心とした世界需要の拡大に応えるため、薄膜太陽電池工場の稼動を始め、今後薄膜太陽
電池生産体制拡充を図ることを明らかにした。各期間によって需要予測に大きな開きがあ
る程度、市場がはっきり見えない状態の中で、シャープは今後メガソーラー市場の成長が
著しくなると考えているだろう。そのため、無理のある計画であるものの、太陽光発電所
に向いている薄膜太陽電池の生産拡大に注力していると考えられる。 
3 章で上述した予想シナリオのとおり、今後は太陽発電所市場が拡大してメイン・マーケ
ットになると考える。そのため、シャープの投資計画は多少無理があるように見えるが、
市場の時勢を的確に読み、立てた戦略であると考える。また、太陽エネルギー分野でクリ
ーン開発メカニズム（CDM）プロジェクト活用が進む可能性があり、民間企業が太陽光発
電所建設を途上国での推進により、プロジェクトファイナンスが増えると考える。また、
産油国である中東・アフリカは再生エネルギー事業に力を入れているため、豊富な資金が
太陽光発電事業に流れる可能性が高い。この状況から見ると、今後中東・アフリカで太陽
光発電所が増え、巨額な投資資金が形成されると考えられる。シャープがこれらの資金を
うまく活用でき、発電所用の薄膜太陽電池の受注が増えれば、今後投資における資金調達
は可能であると考える。 
 
 
 
 
 43 
第2節 京セラ(戦略、生産、投資、資金調達） 
京セラは、1975 年に「ジャパン・ソーラー・エナジー」（松下電器産業（当時）、シャー
プ、米モービル、米タイコ・ラボラトリーズとの合併会社）を設立し、太陽電池の研究開
発をスタートした。1997 年には EFG(Edge Defined Film Growth)法を応用したシリコンリボ
ンの連続引上げに成功し、1986 年からは独自設計のシリコン鋳造装置を用いた多結晶 Si 太
陽電池の量産化を世界で初めてスタートさせている。現在、太陽電池の生産体制は自社で
生産したセルを全量モジュール化しており、日本国内についてはシステムで販売をメイン
としている。 
第1項 太陽電池の事業戦略 －多結晶 Si太陽電池の高効率化、低コストを徹底追求 
京セラは、多結晶シリコン系に特化しており、太陽電池事業はインゴットからセル、モ
ジュールまでを自社で一貫して生産する垂直統合型の体制をとっている。これによりボト
ルネックの抽出や研究開発へのフィードバックを行い、高品質な太陽電池を市場へ安定的
に供給している。また、セルの変換効率では常に世界最高水準を維持しており、設置面積
当たりの低コスト化につなげている。そして、 成長が見込まれている太陽電池市場に対応
するため、太陽電池セルの増産を行うとともに販売体制の強化を図っている。京セラの太
陽光発電事業における事業戦略をまとめると下記の通りである。 
 
第一に、多結晶シリコン太陽電池に特化－高い製造技術による製品展開とコスト競争力 
バックコンタクトセルの量産開始し、バックコンタクトセルは米電変換効率 18.5%と多結
晶型太陽電池セル量産品で業界最高水準である。京セラは結晶シリコン系に特化しており、
継続的に原価低減や太陽電池の変換効率の向上に努め、ソーラーエネルギー事業の収益拡
大を目指している。しかし、研究レベルでは薄膜系を含め多種類の動向を検討している。
薄膜シリコン型やシリコンを使わない CIGS型、色素増減型などへ次世代太陽電池への研究
開発を取り組んでいる。新聞や雑誌のインタビューで経営陣の次世代太陽電池についての
考えが示されている。前田副社長は「薄膜系で市場に出ているものは変換効率が 8％～10%、
量産品で 12％以上出せたら事業化する」と意思を示し、2009 年 12 月、久芳社長は、「薄膜
太陽電池の戦略拡大に取組む」とコメントした。 
 
第二に、生産体制の強化である。 
① 一貫生産体制の整備 
シリコンの鋳造からウェハーのスライス、多結晶シリコン太陽電池セル＆モジュール、
設置・保守に至るまで、全サイクルを自社完結する一貫生産体制を維持する。 
② 生産能力増強 
今後の市場も拡大が見込まれると判断し、旺盛な需要に対し、着実に受注を獲得し成長
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を図るため、国内外での積極的な設備投資を継続し、太陽電池セル・モジュールの生産能
力の増強を進めている。具体的には、2010 年夏頃より滋賀県野洲工場での太陽電池セルの
生産を開始する予定であり、加えて国内外のモジュール工場においても生産能力を増強し
ている。2010 年 3 月には、2009 年に公表した生産計画について上方修正し、3年後の 2012 
年には、本年度生産予定量（400MW）の 2.5 倍となる 1GW の生産を目指すと発表した。
生産能力の強化により、ソーラーエネルギー事業のリーディングカンパニーを狙う。 
 
第三に、販売体制の強化である。  
① 異業種連携を利用した販売増強 
イオンと販売提携、トヨタ自動車のハイブリッド車「プリウス」へのオプション採用な
ど、異業種連携を通して、販売先を開拓している。京セラでは 2009 年 5 月に発売されたト
ヨタ自動車「プリウス」向けにもモジュールを供給している。車体のルーフ部分に設置し
停車時の車内換気のための電力として使用されることから、モジュールの出力は 56W程度
となるが、耐久性などの要求基準が極めて高く、実際に採用されるまで数年を費やした。
京セラではプリウス専用のモジュールラインを設置、専任の生産技術者を配置し製造を行
っている。あくまでもオプション品ではあるものの、ハイブリット車の顧客層は太陽電池
に対する興味も強く、予想を上回る搭載率を示している様子である。また、京セラは 2009
年 5 月イオンと太陽電池の販売で業務提携し、年間 1000 万人以上が来店するイオンの店舗
を活用して太陽電池の販売増を狙っている。 
② FC店（直営店）展開による販売体制整備 
国内の住宅用においては、各種の補助政策により市場が拡大する中、京セラは業界で唯
一の独自販売網‘京セラソーラーフランチャイズ店’を展開している。現在の 87 店舗から
2011 年 3 月までに 150 店舗、更に 2012 年 3 月末には 200 店をめざして拡充している。他メ
ーカーの販売体制は、FC方式ではなく、単純に製品を卸す代理店契約になるため、複数の
メーカーの製品を扱う店舗も多い。これに対して京セラFC店は他社製品を扱えないものの、
「京セラ」ブランドを店頭に掲げ、販売などで支援を受けられる利点がある。なお、海外
においては、欧州ならびに米国の販売代理店を、2010 年の春にそれぞれ 100 社規模へと拡
充している。 
第2項 生産状況 
セルの生産は、滋賀八日工場ではインゴットからウェハー、セルまでを生産しており、
生産能力（セルベース）は 2008 年時点で約 290MW/年である。また、世界規模で拡大する
太陽電池の需要に対応するため、かねてより、太陽電池セル増産に向けた新生産拠点の建
設を進めている。京セラグループの国内工場棟で最大規模となる新工場（滋賀県野洲市）
を 2010 年 3 月に竣工し、稼動開始は本年 6 月の予定である。本工場は、「バックコンタク
トセル」の量産ラインを導入する方針で、滋賀県東近江市の滋賀八日市工場に続き、高い
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要素技術を誇る太陽電池セルの第 2 の生産拠点となる。新工場は、生産性を大幅に向上し
た生産ラインで、量産レベルの多結晶シリコンでは最高クラスの高効率セルを生産する。
なお、新型太陽電池セルなどの研究開発も行っている。 
モジュール生産は国内、中国、メキシコ、チェコの 4拠点で行っている。それぞれの市
場特性やニーズに最適かつ迅速に対応している。京セラではセルの能力拡大に伴いモジュ
ール生産体制の拡充も推進している。三重伊勢工場では、2008 年に工場建屋を増設してお
り、150MW/年まで能力を引き上げる予定である。中国「京セラ（天津）太陽エネルギー有
限公司」は 2003 年 5 月の設立（出資比率京セラ 90%、天津市一軽集団 10%）。同年 11 月に
稼動を開始しており、既に 60MW/年までの増強が進んでいる。さらに、2009 年秋には新工
場の建設に着手し、2013 年ごろまでに 240MW/年の体制を整備する計画である。欧州では
2005 年 10 月に「KYOCERA Solar Europe S.R.O Czech Plant」が稼動を開始した。急激な需要
増にあわせて生産体制を増強し、現在の建屋で 200MW/年まで拡張予定である。北米向けは
「KYOCERA Solar、inc. Mexico Plant」が供給基地となる。2004 年 12 月に生産をスタートさ
せており、2008 年春より新工場も稼動している。将来的には 240MW/年まで生産能力を高
めていく。 
表 12 京セラの生産状況 
拠点 所有地 生産品目 生産能力 備考 
滋賀八日市工場 滋賀県東近江市 多結晶Siセル 360 MW/
年 
2005 年 8 月に 120MW/年から 180 
MW/年に増強。2007 年度より順次
増設を進めており、2010 年度には
500 MW/年にまで拡大する計画。
滋賀県野洲事業所 滋賀県野洲市 多結晶Siセル  2009 年 3 月に着工、2010 年 3 月竣
工、6月に稼動開始。 
三重伊勢工場 三重県伊勢市 モジュール 150 MW/
年 
2010 年 110 MW/年を計画。 
京セラ太陽エネル
ギー有限公司 
中国天津市 モジュール 60 MW/
年 
2003 年 11 月に稼動開始。2010 年
度に 90 MW/年を計画。 
Kyocera solar inc. 
Mexico Plant 
メキシコ・ティ
ワナ市 
モジュール 240 MW/
年 
2004 年 12 月稼動開始。 
Kyocera solar inc. 
Europe S.R.O Czech 
Plant 
チェコ・カダン
市 
モジュール 25 MW/
年 
2005 年 10 月稼動開始。2010 年度
に 150MW/年への増強計画 
 
インゴットは多結晶シリコンを鋳造法で製造しており、20 年以上にわたる技術・ノウハ
ウを蓄積している。セルの厚みは全量 180µm。これに対応したウェハーを自社で生産して
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いる。ワイヤー径は一般的なサイズである 140～160µm以下と見られる。低コスト化につな
がる薄型化やワイヤー径の細線化を進めており、当面の目標としてウェハー厚 100µmを掲
げている。薄型化により光の透過損失が大きくなり変換効率が低下する、ウェハーのそり
や割れが生じるといった問題がでてくるが、京セラでは NEDOプロジェクトの「新構造超
薄型多結晶シリコン太陽電池の研究開発」において、セル配線工程におけるそりやストレ
スを低減するタブ付け技術を開発、抵抗を増加させずにそりを低減させる溶着方法を見出
しているようである。 
第3項 資状況-無理のない投資計画 
京セラはファインセラミックスの専門メーカーであり、素材から部品、完成品にいたる
まで多岐にわたる事業をグローバルに展開しておる。事業部門は、ファインセラミック部
品関連事業、半導体部品関連事業、ファインセラミック応用品関連事業、電子デバイス、
通信機器事業、情報機器関連事業、その他事業などで 7つに分かれている。そして、太陽
光発電事業はファインセラミック応用品事業部門に含まれている。2010 年 3 月期の経営実
績を見ると、売上高が約 1兆 738 億円、営業利益が約 639 億円である。事業部門別の売上
高比率を見ると、集中されている部門は無く、全般的に 20%以下でバランスよく構成されて
いる。 
図 17 売上高における事業部別比率（2010 年 3 月決算値）、総売上高：1兆 738 億円 
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また、京セラは創業当時から「お金のことを心配していては、安心して仕事ができない」
と考え、常に資金的に余裕のある経営をしている。総資産に占める株主資本比率は、ここ
10 年間 60％以上の高水準を維持しており、実質的に無借金経営を実現している。更に、5
年間の期末残高も約 3000 億円を確保している。すなわち、京セラは、強固な財務基盤を重
要としていると考えられる。 
表 13 は 京セラの設備投資額推移と純利益推移を示している。純利益が上がると翌年の
設備投資額が増え、利益が下がると同様に翌年の設備投資額も下がることが分かる。 その
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年の利益状況に合わせて、無理のない設備投資計画を立てていることである。要するに、
京セラは冒険をしない安定志向の強い企業である。 
表 13 京セラの設備投資額推移と純利益推移 
単位：億円 2006 年 3 月 2007 年 3 月 2008 年 3 月 2009 年 3 月 2010 年 3 月
純利益 696 1065 1072 295 401 
設備投資   699 851 631 379 
 
2009 年度の設備投資額は約 379 億円であり、各事業部門別の設備投資比率を見ると、フ
ァインセラミック応用品事業部門が約 148 億円で 40%程度を占めており、売上比率の構成と
違がって、一つの部門に集中していることが分かる。（図 18）ファインセラミック応用品事
業部は主に太陽電池、モジュールを製造する部門であり、設備投資額と全体の投資額に占
める割合が増加しつつである。(図 19)また、設備投資の明細を調べると太陽電池セル・モ
ジュールライン増強と工場の新設であった。京セラは、将来需要が期待できる太陽電池事
業に経営資源を集中投下している。 
図 18 投資額における事業部別比率 
事業別設備投資比率(2010年3月期）
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2010 年 3 月決算値、総設備投資額：379 億円 
 
 
 
 
 
 
 48 
図 19 京セラのファインセラミック応用事業（太陽電池・モジュール）における投資額と比率
の推移 
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京セラは多結晶セルを製造しており、多結晶セルの生産量推移は以下のとおりである。
2007 年はポリシリコンの不足の影響を受け伸び率が鈍化したものの、ポリシリコンの安定
調達に目処がついた 2008 年は大幅に生産量を増加させた。また、2009 年に補助金制度の復
活を受け、国内での需要が伸びると見込み、世界規模で拡大する太陽電池の需要に対応す
るため、太陽電池セルの増産を行った。また、2010 年 3 月には、2009 年に公表した生産計
画について、2010 年度 550MWを 600MWに、2011 年度 650MWを 800MWに上方修正し、
3年後の 2012 年度には、本年度生産予定量（400MW）の 2.5 倍となる 1GWの生産を目指
すと発表した（図 20）。なお、太陽電池セルの生産は、滋賀八日市工場（滋賀県東近江市）
と滋賀県野洲市の新工場の 2拠点で行う方針である。京セラが設備投資を行っているのは、
主に多結晶の「バックコンタクトセル」の量産ラインであり、2008 年から毎年約 40%のペ
ースで生産を増加し続けている。 
図 20 京セラの生産能力推移 
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表 14 京セラの生産能力推移と設備投資額 
  2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 
生産能力（MW) 207 290 400 600 800 1000 
投資額(億円） 107 144 148 200 160 120 
生産能力増加 27 83 110 200 200 200 
億円/MW   1.73  1.35  1 0.8 0.6 
 
2010 年から 2012 年まで太陽電池セル・モジュールの増産のために、設備投資に必要な資
金は表 14 に表示されている。一般的な結晶系の設備投資においては、工場建設と製造装置
の投資があり、製造装置がMW当たり 0.5 億円を必要とする。京セラの場合、バックコン
タクト結晶タイプであり、2008 年度に新工場も建設したため、2008 年、2009 年度のMW当
たり投資金額は 1.73 億円/MW、1.35 億円/MWであった。しかし、2010 年度からは製造装
置だけ購入し、新設できると考えられる。かつ、装置価格も下がっている状況であるため、
2010 年度から 2012 年度まで 1MW当たりの投資金額を徐々に減少することを予想し、生産
増強のために必要な資金を試算してみた。表 14 の通り、2010 年度に必要な資金は、約 200
億円、2011 年は 160 億円、2012 年は 120 億円が必要であると予想されるが、京セラは必要
な資金をどのように調達するか。 
京セラのキャッシュ・フローと期末残高を調べると、キャッシュ・フローは常に 1000 億
円以上を維持しており、期末残高も約 3000 億を確保しているキャッシュリッチな会社であ
る。また、太陽電池増産に必要な総資金の 480 億円は、外部資金に頼らず内部の自己資金
で賄えると考えられる。 
表 15 京セラの設備投資額とキャッシュ・フロー推移 
単位：億円 2007 年 3 月 2008 年 3 月 2009 年 3 月 2010 年 3 月 
設備投資額 699 851 631 379 
CF 1886 1943 1271 1129 
財務活動 CF ▲206 ▲281 ▲624 ▲380 
期末残高 2822 4476 2692 3338 
CF＝当期純利益＋減価償却費、3月決算 
第4項 まとめ 
京セラは太陽電池事業を新成長ビジネスとして、経営資源を投下している。多結晶シリ
コンに特化して生産し、結晶系の生産能力を増強する計画である。それとともに異業種と
のアライアンス、直営店の増加などで、国内販売における体制も強化しつつである。しか
し、非常に財務の安定を重視する社風であるため、無理のない投資計画で事業の拡大を図
っている。そのため、必要な資金は内部資金で調達できると考えられる。要するに、京セ
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ラは国内の太陽光システム市場を注力して事業展開をすると考えられる。 
第3節  韓国のメーカー（サムスン電子、LG電子） 
韓国では現在シンソン・ホールディングスなど中小企業 3－4社が生産体制を整え始めた
段階である。しかし、太陽電池の量産には半導体、液晶パネルの技術を生かすことができ、
生産工程も似ているため、半導体と液晶パネルで世界 1、2位を争う韓国メーカーは、今後
太陽光発電市場で重要な一角を占めることが可能だと期待している。また、今後ディスプ
レイ市場の主流が液晶パネルから AMOLED(アクティブマトリックス式有機 EL)に変える
場合、大胆に投資した LCD 製造設備は類似な工程を持つ太陽電池工場に活用できるため、
サムソンと LG グループは液晶パネル設備の将来のためにも太陽電池市場に参入すると表
明した。そして、両社はグループ内に Value chainを統合することで競争力強化を図り、マ
ーケットの動向を把握した上で、積極的に投資を行うという、事業戦略が似ている。 
両グループは豊富な内部資金を保有しており、今後本格的に市場に参入した時、半導体
や液晶事業のように成功するかは興味深いことである 
第1項 サムスン電子 
サムスン電子は韓国を代表する企業であり、経営規模は 2009 年度に基づき、売上が約 139
兆ウォン（約 11.5 兆円）、営業利益が 11.5 兆ウォン（約 9500 億円）である。売上の規模
は大きく、営業利益率も 8％であり、電気業界では良好な経営パフォーマンスを挙げている。
しかし、サムスン電子の注力事業は半導体と液晶パネル、薄型テレビ、携帯電話の 4分野
である。いずれも市況により業績が激しく変動するコモディティー市場である。社内では
コスト競争力に加え技術の蓄積を進める中国勢との競合が今後一層厳しさを増すと危機感
が強まり、サムスングループは新規事業の創出がここ数年間の課題とされてきた。また、
李健熙（イ・ゴンヒ）会長が 2010 年 3 月末に経営復帰した後、「今後 10 年以内にサムスン
を代表する製品は大部分が無くなる」と警告しており、グループの将来について懸念した。 
従って、2010 年 5 月に新規事業で初めて新規授業における具体的な数値目標を決めた。
太陽電池などを中心とする成長 5分野の設備や研究開発で 2020 年までに 23 兆 3000 億ウォ
ン（約 1兆 9000 億円）を投資すると表明した。サムスンは新規事業の分野は後発で参入し
ているが、大型投資で競合を一気に追い上げるというサムスン独特の攻めの経営を加速す
ると考えられる。サムスングループが成長分野として位置づけた 5分野は、自動車電池、
発行ダイオード、バイオ医薬、医療機器と太陽電池などがある。 
太陽電池事業は、市況悪化で量産について慎重な立場であったが、2020 年まで 6兆ウォ
ン（約 5800 億円）を投資し、売上高 10 兆ウォン目指す計画を明らかにした。普及技術で
生産できる「結晶系」に加え、シリコン使用量が少ない「薄膜系」に取り組む方針を決め
た。現在、サムスンの太陽電池事業における生産状況とグループ内の各カンパニーの役割
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について説明する。 
まず、生産状況を見ると、サムスン電子が京畿道の器興事業所で 30 メガワット規模の結
晶系シリコン太陽電池を生産する研究開発ラインを運営している。サムスン電子は 2005 年
ごろに太陽電池事業を新規事業の一つとして定め、これまで市場の状況を見守った上で、
2009 年 9 月研究開発ラインを稼働させた。これまで研究を進めてきた太陽電池事業に本格
進出を宣言し、量産に向けた準備段階にあたり、2009 年 7 月に設備の搬入を始め、40 日余
りの準備期間を経て設けられたパイロットラインである。そして、サムスン電子は 2010 年
内に器興事業所で 100MW規模の結晶系太陽電池が生産できる体制を整えるために、工場及
び生産設備の増設を行う計画である。この工場ではスクリーン・プリント方式を用いて、
変換効率 18％を達成した 255Wの単結晶シリコン太陽電池モジュールを生産する予定であ
る。変換効率 18％は世界トップ水準であり、今後半導体や液晶パネルの量産技術を太陽電
池に適用し、原価競争力を備えた太陽電池量産技術を確保する計画である。なお、韓国製
の装備における開発を進め、太陽電池ライン装備の国産化率を上げる方針である。従い、
設備の設置期間が半分以下に短縮でき、効率的に太陽電池を量産できる能力を確保するこ
とを目指している。 
また、薄膜系太陽電池に関しては、アモルファスシリコン（ａ－Si）や CIGS（銅、イン
ジウム、ガリウム、セレン）などを用いた薄膜型太陽電池技術の研究開発を進めている。 
次に、 太陽光発電ビジネスの競争力を強化するため、サムスングループ内で Value chain
の川上から川下まで垂直統合しょうとしている。サムスングループ内の各カンパニーの役
割について調べて見た。 
太陽電池の基板ガラスにおいては、サムスン CORNING精密ガラス社が 2009 年に 
CORNING社と合弁会社である Cosam Technology社を設立し、基板ガラスの研究開発およ
び生産を担当する。また、太陽電池用ポリシリコンにおいてはサムスン精密化学社が 2010
年内までを生産する計画を示した。太陽電池・モジュールの生産はサムスン電子が担当す
る。サムスン物産はアメリカ、中東などの海外で太陽光発電所プロジェクトを受注してお
り、サムスン電子が生産した太陽光パネルを下す商社の役割を果たす。最後にサムスン
EVERLAND社は韓国の国内で太陽光発電所を稼動している。 
要するに、サムスングループは太陽電池ビジネスを新成長事業として位置づけ、2020 年
まで太陽電池の設備投資に約 6000 億円を投下し、生産能力の強化を図っている。なおかつ、
グループ内で材料調達から販売までのビジネスにおける垂直統合化を進めることにより、
競争優位性を確保する考えである。 
 
第2項 LG電子 
LG電子は 2009 年度に基づき、売上が約 73 兆ウォン（約 6兆円）、営業利益が 11.5 兆ウ
ォン（約 3500 億円）である。売上の規模は大きく、営業利益率も 5.8％である。LG電子は
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5 つの事業部門があり、ディスプレイ、携帯端末、空調、白物家電などがある。LGグルー
プは太陽光発電ビジネスを、次代を支える新成長事業として位置づけている。LGの太陽電
池事業における生産状況とグループ内の各カンパニーの役割について説明する。 
まず、太陽電池のビジネス状況を見ると、LG化学が太陽電池における研究開発を進めて
きたが、太陽電池事業が成長のけん引役となると判断し、グループの中核である LG電子が
2008 年 6月に LG化学から太陽電池事業の譲渡を受け、現在太陽電池セルを量産している。
しかし、LGグループ内で 3つのカンパニー（LG電子、LGディスプレイ、旧 LGマイクロ
ン）が、各々異なる太陽電池について生産及び開発を推進している。すなわち、LGは本格
的な投資を行う前に、薄膜系か結晶系かという、太陽電池の技術について慎重に検討して
いると考えられる。3つのカンパニーの太陽電池におけるビジネス状況を調べて見た。 
第一に、LG電子は生産能力 120MWメガワット規模の製造ラインを保有し、量産体制と
なっている。工場は、韓国の Gumiにある PDP製造ライン「A1」を太陽電池の製造ライン
に転換し、2010 年 1 月から工場の稼動を開始した。なお、結晶系シリコン太陽電池セルと
モジュールを生産している。さらに、生産能力を増強するために、2010 年までに 2200 億ウ
ォンの投資を行い、二つ目の太陽電池の製造ラインを新設する。そして、二つ目の製造ラ
インは 2011 年第 1四半期にフル生産を開始する予定であり、この製造ラインは 120 メガワ
ット分の太陽電池セルとモジュールを製造できる能力を持つ。そして、この 2つのライン
でシリコンウェハーを利用した結晶系の太陽電池セルとモジュールが生産され、トータル
生産能力は 240MWとなる。LG電子の経営陣は、結晶系の太陽電池は 2010 年までに世界の
太陽電池の 80%を占めると判断し、先に結晶系太陽電池の投資を決定したと考えられる。  
第二に、LG Displayは液晶パネル事業の技術を生かせる将来の成長分野と期待しており、
薄膜系太陽電池に関する研究開発を積極的に展開している。サムスン電子と同様に、20 メ
ガワット規模の薄膜系シリコン太陽電池が生産できる研究開発ラインを運営する。また、
LG Displayは、薄膜電池の変換効率を約 11%まで上げ、世界トップ水準を達成した。さらに、
2012 年まで変換効率を 14%まで引き上げ、本格的な量産を目指している。 
第三に、旧 LGマイクロン（2009 年 LGイノテックと合併）は化合物系 CIGS（Copper・
Indium・Gallium・Selenium）太陽電池に関する R&Dを進めている。また、2007 年 10 月に
韓国エネルギー技術研究所から CIGS系の商用化技術の移転を受けた。上述したように、LG
グループは 3つの傘下会社にそれぞれ異なるタイプの太陽電池におけるビジネスや技術を
開発しており、本格的な投資が行う前に太陽電池事業において慎重なスタンスを取ってい
ると考えられる。 
次に、LGグループは太陽光ビジネスにおいて垂直統合型ビジネスモデルを構築しようと
している。太陽光事業に取り組むにあたっては、ITソリューション企業の LG CNSをはじ
め、LG化学、LGソーラーエナジー、LG電子というグループ企業間で、原材料生産から発
電所建設に至るプロセスにおいて役割を分担している。具体的には、プラスティックシリ
コンなどを LG化学が生産し、こうした原材料を LGシルトロンが引き取ってウェハーを製
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造する。 LG電子はその太陽電池のウェハーを用いて、 太陽電池セルとモジュールを生産
する。さらに、LG CNSが太陽光発電所事業開発プロジェクトを進め、最終的には LGソー
ラーエナジーが、太陽光発電所の建設や運営を引き受けるという、体制を整備している。 
また、LGでは自社の 100%出資による LGソーラーエナジーという会社も立ち上げ、太陽
光発電所事業も展開している。韓国中部にある泰安郡の 30 万平方メートルの敷地に、1100
億ウォンを投資して、14MWクラスの太陽光発電所を建設し、2009 年 6 月に稼動を開始し
た。ここで生産された電力は、韓国電力に 677 ウォン（約 51 円）/KWで販売され、年間
130 億ウォン（約 9億 9,1900 万円）の売上げの実現を目指している。 
要するに、LGグループは次代を支える事業として太陽光発電ビジネスを選択し、新事業
として育成していくことを明らかにした。現在、LGはグループ内で垂直統合のビジネスモ
デルを構築しつつであり、先に結晶系で太陽電池の量産を開始したが、薄膜系太陽電池技
術についても検討している。 
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第5章 結論 
第1節 研究結果のまとめ 
太陽光発電は環境に優しい無限のエネルギーとして世界の注目を浴び、今後急成長が見
込まれている。従って、多くの企業が太陽光発電事業を新たな事業の柱として成長させる
ために、経営資源を投下している状況である。 
本論文では、第 1章で、太陽光発電の概要、発電量、システム構成について述べた。第 2
章では、太陽電池の原理及び種類について説明し、その後、太陽電池の技術動向を把握し
た。第 3章では、太陽光発電における政策、太陽電池の需要及び生産予測を調査し、第 2
章で把握した太陽電池の技術動向と 3章で分析した市場動向を踏まえた上で、産業の予想
される二つのシナリオを作成した。第一は、太陽電池の供給過剰が想定されるシナリオで
ある。このシナリオでは、供給過剰状態により太陽電池の価格の下落を招き、企業は採算
性が取れない厳しい環境に陥る可能性が高い。つまり、競争力のない企業は淘汰され、競
争優位性のある企業だけが生き残ると考えられる。第二は、今までは住宅用太陽光発電が
市場をリードしてきたが、今後、大規模の太陽光発電所向けの市場が急成長を遂げ、マー
ケットのトレンドは太陽光発電所を中心に変化するというシナリオである。このシナリオ
では、今後、メガソーラー市場が拡大することにより、太陽光発電所に向けて結晶系より
競争優位性を持つ薄膜系太陽電池が、太陽電池市場の主流となる可能性が高い。第 4章で
は、日本を代表するシャープと京セラ、韓国を代表するサムソン、LGの太陽光発電事業に
おける生産状況、投資計画、資金調達、事業戦略を分析し、産業の予想シナリオとマッチ
して見た。そして、今後各メーカーがどのように事業を展開して行くかについて、ビジネ
スの選択肢と話題を述べた。 
第2節 ソーラービジネスの特徴と課題 
太陽光発電における市場動向と各企業の事業戦略に基づき、太陽光発電産業を分析して
みると、下記のような 3つの特徴があることが分かった。①需要の限界が見えない、②太
陽電池の生産における普遍性、③潜在的競争相手の存在などがある。 
第一に、需要の限界が見えない市場である。 
太陽光発電市場は規模を拡大しつつあり、今後も一層の成長が期待されている。また、
今まで住宅用太陽光が市場をリードしてきたが、今後はメガソーラーに移動すると考えら
れる。しかし、住宅用の需要もまだ飽和しておらず、メガソーラーは市場形成の段階であ
り、需要の限界が見えない状態である。さらに、太陽電池を生かせる分野は限りなく広が
りつつあり、家電や自動車分野などでも活用している。太陽光発電市場の拡大については、
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どこまで伸びるか予測が難しく、市場が未だはっきり見えない状態である。そのため、様々
な調査機関や企業の需要予測にも大きな開きがある。 
 
第二に、太陽電池の生産技術は普遍性があり、だれでも資金力さえあれば太陽電池が製
造できることである。すなわち、太陽電池に関する技術力を持たない企業であっても、設
備投資を行う資金さえあれば、この市場に参入できる、ということである。これが可能に
なったのは、フルターンキー契約によるソーラーセル製造設備を提供する企業が存在する
ためである。 
フルターンキー契約とは、製品製造に必要な全ての工程を網羅した設備について、設計、
建設、原材料調達、運転、メンテナンス、一定期間の保証などのサービスを提供するもの
である。そのため、全く太陽電池にかかわる知識や経験がなくとも、同契約を利用して設
備導入すれば、太陽光発電事業を開始できるのである。急増する需要に迅速に対応するこ
とが要求される場合に、特に有効なシステムである。 
フルターンキー提供の大手は、シリコンバレー在 IT企業のアプライドマテリアル（AMI）
と日本の東京エレクトロン社、アルバック社などがある。これらの装置メーカーはフルタ
ーンキー契約で伸びてきており、かつ、太陽電池メーカーと共同で新しい太陽電池におけ
る装置の開発も積極的に進めている。 東京エレクトロンはシャープと組みシリコン薄膜の
装置を開発しており、アルバックは、昭和シェル石油と化合系太陽電池である CIGSの大規
模製造設に関して共同で開発を進めるという、報道があった。太陽電池メーカーにとって、
装置メーカーとの共同開発は新技術の太陽電池セルの生産を早く立ち上げる手段として良
く見える。しかし、装置メーカーが新しい技術や経験を積み重ねる機会を与えられ、結局
競合相手にフルターンキーで装置を提供する可能性があるため、太陽電池メーカーにとっ
ては装置メーカーを競合先と意識しながら開発を推進することが望ましいと考えられる。 
 
要するに、従来の太陽電池は 10 年以上の地道な研究開発を経てやっと作れるものであっ
たが、現在は製造ラインを丸ごと装置メーカーから購入し、いきなり製品を量産し始める
ことが可能となった。これはビジネスの普遍性を表している。 
また、市場が形成される初期段階では研究開発を進めることにより、良い品質の製品を
作ることが企業の競争力であったが、現在のような産業が急成長している時期では技術力
より、生産速度や投資による生産能力強化が重要ポイントとなる。近年、太陽電池メーカ
ーは先を争って生産能力増強の投資計画を発表している状況であり、表 7から分かるよう
に、マーケットシェア上位 10 社の半分は 2倍近く生産能力を増強している。そして、生産
能力によりマーケットシェアの首位も毎年変わっており、変化の激しい状況である。 
要するに、太陽電池市場はフルターンキーで製造における体制を購入することにより、
太陽電池生産の普遍性が出てきた。なおかつ、太陽電池自体の技術は難しく研究開発に資
源が必要であるものの、製品の品質は製造装置により確保され、もはや生産の側面では研
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究開発より装置が重要な産業となっている。従って、太陽光発電産業における企業の将来
とは、技術の競争優位性より企業の資金力如何であると考えられる。 
 
第三に、潜在的競争相手が存在する。 
太陽光発電市場は、第二において上述したように太陽電池の普遍性があるため、資金調
達力さえあれば専門知識がなくても市場に参入できる。市場参入のハードルが高くないた
め、異業種や中小企業からの新規参入が勢いづいている。太陽光発電の関連企業はここ数
年、先行メーカーの担当者でさえ正確な実態を把握できないほど、飛躍的に増加しつつあ
る。 また、ソーラーパネル関連産業だけで世界で既に 300 社近く存在し、なおかつ、マ
ーケットシェア上位 10 社の内、シャープ、京セラを除けば、大手電気メーカーは入ってい
ない。ほとんどが設立から 10 年も経ってなく、その名前すら知られていないような中小企
業が入っている。 さらに、金余り状態で有力な投資先を探しているファンドが高まる太陽
光発電所への期待に目をつけることにもなった。ファンドは手軽に発電できるフルターン
キーを用いて、大規模事業を展開しようとしている。すなわち、太陽光発電産業は限られ
たプレイヤーでシェアを争って競合するのではなく、資金調達力さえあれば随時にだれで
も参入できるため、潜在的な競合相手がいつも存在するのである。上述した内容をまとめ
ると、太陽光発電は需要が予測できないほど急成長を遂げている産業であるものの、技術
の普遍性により参入障壁が低く、資金さえあればだれでも参入できる特徴がある。そのた
め、潜在的競合相手がいつも存在し、必ずしも現在のプレイヤーが勝ち組になるとは言え
ない。要するに、太陽光発電の産業における企業の成功ポイントとして、技術の競争優位
性よりいつでも生産体制を増強できる企業の資金力が求められると考える。 
今後の太陽光の業界はどのようになるか。投資が重要なポイントである太陽電池産業と
同じ特徴を持ち、技術が類似する半導体や FPD(Flat Panel Display)産業のケースを見ると、 
半導体や FPD産業においても、かつては同様に急成長期には多数の電気メーカーが参入し、
生産増強のために積極的な設備投資を行った。そのため、供給過剰に陥って激しい価格競
争が展開された。その後、業界でM&A,合併のような再編化が進み、現在は少数のメーカ
ーが市場を支配している状況である。太陽光産業も同じ道を歩んでいくのか。半導体と FPD
の場合は競争するメーカーが限られており、需要の予測も可能であった。すなわち、目の
前にあるパイをだれが最も多く取るかのゼロサムゲームであった。従ってM&A,合併など
が進み、規模の経済力学が作用したのである。しかし、太陽光市場は需要の限界が見えな
く、考えも及ばなかった競合相手がいつ出現するかも分からないことが半導体や FPDと異
なる。この場合、敵もパイのサイズも予測ができないため、M&Aを通してプレイヤーを減
らしても、あまり意味はないと考える。 
要するに、太陽光業界はM&Aや合併などで企業の規模を大きくするよりも、自社で投資
を行ったり、倒産した企業を買収したりすることにより、いち早く生産能力を高め市場へ
支配力を広げて行くゲームになる。なおかつ、供給過剰により採算が取れなくなり、経営
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悪化になった場合に耐えられるか、ということも、このビジネスの鍵になると考えられる。
その際、求められるのが企業の資金力である。そのため、太陽光市場での成功は、技術力
より金融資金調達力が勝負を分ける可能性が高いと考えられる。 
但し、太陽光市場はバブルに注意をしなければならない。だれでも参入ができ、金融資
金力で成功が決まる、ということは、不動産市場と極めて類似した状況が見られ、バブル
が発生しやすい。そして、バブルが弾けることにより市場全体に甚大な悪影響が発生する
とも限らない。多くの企業倒産を伴い、太陽光産業の成長が止まる危険に陥る可能性すら
ある。 
太陽光発電の需要が伸びることは確かであるが、上述した 3つの産業特徴により競争状
況が大きく変わりつつある。また、各メーカーの事業における戦略や状況が異なり、現在、
これが正解だとははっきり言えない。企業がこの市場で勝ち抜けるためには、太陽光発電
の産業の特徴を踏まえた上での、的確な事業戦略と投資計画が肝要であると考える。これ
らは経営判断に属することであり、市場情勢が急展開している現在、 経営者の経営判断が
会社の明暗を分けると考える。 
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